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SEのための「流通業入門講座」 

小売業システムの過去･そして現在、未来へ 
ＩＴの視点から見る小売業システムの変遷 
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●基本的に４半世紀（25年）単位で部を構成し、各部ごとに第１章では日本経済・経営環境の変化、 
  第２章以降に小売業界の動向、ITによるシステム化同行について記述している。 
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・小売業界は別名「時流適応業」もいわれ、絶えず変化する時流（＝経営環境の変化）をビジネスに結びつけ 
 るために、商品、顧客、シーズン等あらゆる分類を行ってきたことから「分類業界」とも言われてきた。 
・時代の変化の流れを察知し、顧客の購買行動の変化をいち早く掴み、それに対応するための革新に成功した 
 企業のみが生き残りを許される過酷な業界であり、百貨店のように300年以上続く業態もあれば、飲食業界の 
 ように１年で半数以上の店舗が消え去っていくと言った特徴を持つ業界でもある。 
・米屋・牛乳屋・酒屋といった業種の消滅、ダイエーに代表される巨大小売業の挫折、ユニクロ、Amazon等の 
 新たな主役の登場等、今尚激しい下克上の変化が続いている業界である。 
・それだけに生き残りを賭けて、ビッグデータ、モバイル、AI等の最新IT技術を駆使した情報システムの構築と更新 
 が絶えず求められる業界でもあり、ITベンダーとしての我々の使命・責任も大きなものがある。 

・「過去を遠くまで振り返る事ができれば、未来もそれだけ遠くまで見渡せるだろう」と第二次大戦時に 

 に英国を救ったウィンストン・チャーチル卿の言葉通り、日本の小売業の歴史の流れの中に未来へのヒントが隠さ 
 れているであろう。 

【はじめに・・・・・本資料の狙い】 

① 我々の使命・役割とは・・・・？ 

・我々がITベンダーとして小売業のソリューションを構築していく場合、顧客としての小売企業業の先にいる生活者 
 消費者のライフスタイル、購買行動等の変化を絶えず注目していく必要がる。 
・その生活者・消費者の変化が、小売業にたいしてダイナミックな危機とチャンスをもたらすわけであるが、その変化を 
 もたらす触媒として「PEST・G」ついて日常的に新聞・雑誌・TV等で情報の収集・分析・整理する必要がる。 
        ① 法規制・税制・会計制度・・・・・・・Politics 
        ② 景気動向・雇用・国際収支・・・・・Economics 
        ③ 少子高齢化・ニート・ロハス・・・・・・Society 
        ④ ＩＴ技術、エコロジー技術・・・・・・Technology 
        ⑤  世界市場・輸出入・・・・・・・・・・・Global 
・これらのことはこれからのビジネスマンとして最低限身に付けておくべきマーケティングの基本中の基本であり、IT技 
 術･知識のみでは高度化する顧客のニーズに取り残されてしまうであろう。 

② マーケティング感覚を磨こう・・・日常的な習慣としよう 

政 治 
（Politics） 

アベノミクス（経済政策）、財政、 
外交、ＴＰＰ、法律改正・規制、 
金融政策、流通政策 

経 済 
（Economics） 

景気動向、失業率、ＧＤＰ、 
デフレ、家計支出、輸出入、 
所得格差、Amazon 

社 会 
（Society） 

人口動態、少子高齢化、価値観、 
ライフスタイル、世帯所得、晩婚化 
風俗、教育、文化、世論、他 

技 術 
（Technology） 

情報通信技術（IT）、IOT 
ビッグデータ、AI,バイオ、ナノ 
経営技術、モバイル Global 

国内の規制＆グローバルな規制、時間軸、顧客視点 
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マーケットの動向 

 【図解】  日本の流通業システム100年の歩み  
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日本流通業の創成期 
日本小売業の誕生は江戸時代！  

（1800～1920） 

第１章：日本の小売業の誕生は江戸時代  
     ＜その歴史的背景と思想＞ 
   １） 日本の都市文化の興隆  
   ２） 日本流通業の誕生と発展  
   ３） 小売業の経営革新････百貨店の原型の誕生 
   ４） 日本における小売業の精神・バックボーンの誕生・・・＜商人道＞ 
 
第２章:小売業の近代化の潮流 
   １） 金銭登録機（レジスター）の登場と小売業の近代化 
   ２） 日本への金銭登録機の輸入と小売業の近代化の潮流 
   ３） 金銭登録機は従業員を誘惑･出来心から救う機械 
   ４） 金銭登録機はHow Much? 

・日本の資本主義のルーツを理解するため 
 には江戸時代に遡らなければなりません 
・明治維新後の日本の急速な近代化の基礎 
 即ち資本主義経済の基礎は、江戸時代の 
 商人たちの商売の革新、その精神にある 
 と言えます。 

第一部 

1-01 
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・日本の資本主義のルーツを理解するため 
 には江戸時代に遡らなければなりません 
・明治維新後の日本の急速な近代化の基礎 
 即ち資本主義経済の基礎は、江戸時代の 
 商人たちの承バイオの革新、その精神に 
 あると言えます。 

第一部：日本流通業の創成期  日本小売業の誕生は江戸時代！（1800～1920） 

第１章：日本の小売業の誕生は江戸時代：その歴史的背景と思想 

１）日本の都市文化の興隆 ＝ 消費専門の都市文化の発達 
     戦国時代後の平和環境・・・・・・藩単位での新田開発、殖産興業等の経済政策 
     大都市の誕生（＝消費地）・・京都･大阪・江戸・・・消費中心の都市の 
     貨幣経済への移行・・・・・・・・・・「農本主義」の終焉、  米経済から貨幣経済へ 

２）日本流通業の誕生と発展     
     物流の改革・・・・・・・街道の充実（参勤交代）、  
                  近海航路の開発（川村瑞賢）・・・廻船問屋 
     金融業の誕生へ・・・・両替商、商品先物取引市場（世界最初・堂島米会所） 
      
３）小売業の経営革新・・・・・・・百貨店の原型の誕生     
     過去の小売業・・・・・・・大名相手の掛売り、御用商人、得意先のみ 
     大衆相手の小売業の出現・・・・越後屋（現・三越）・・・大衆相手の商法 
         低価格販売、店頭売り、掛け値なし、正札販売、現金売り、即日仕立て、宣伝、 
         大丸、松阪屋、髙島屋、白木屋、鴻池等の呉服系百貨店が登場 

４）日本小売業の精神・バックボーンの誕生・・・・・・・（商人道）・ 
     江戸時代の指導者・・・石田梅岩、鈴木正三 
            士農工商、米中心経済で幕府の弾圧下で「商人道」を説く 
            利益は商人の禄、正道商い、家訓、・・・・企業の社会的責任を明確化 
     小売業を支えた教育・・・・・寺子屋（読み･書き・そろばん）、江戸の識字率70～86％ 
     明治時代の指導者・・・・・・渋沢栄一 （「論語とそろばん」） 

1-02 
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第２章：小売業の近代化の潮流 

１）金銭登録機の登場と小売業の近代化 
     ・第二次産業革命によって工場のオートメーション化は進み、製品製造は飛躍的な進歩をとげ、蒸気機関 
      による大型船舶の登場や自動車、鉄道の誕生と普及は大量の物資輸送を可能とした。 
     ・しかしながらそのように大量に生産され、輸送される商品を販売する機能を持つ小売業は遅れていた。 
     ・しかしながら米国で1878年にジェームス・リティが金銭登録機（レジスター）を発明し、その後1884年に 
      ジョン・Ｈ・パターソンが事業を買収しナショナル・キャッシュ・レジスター（現ＮＣＲ）を創立した。 
     ・同社は全世界相手にビジネスを展開し、金銭登録機は百貨店、ス-パーマーケット､ドラッグストア等の多く 
      の小売業の誕生を促すとともにその多店舗化（チェーン化)、大規模化を支える存在となった。 
     

２）日本への金銭登録機の輸入と小売業の近代化の潮流  
     ・日本に最初に金銭登録機を輸入したのは1897年･横浜の牛島商会であった。その後東洋の経済の中心 
      である日本マーケットの成長性に目をつけたＮＣＲ社は積極的に拡大戦略を図った。 
     ・起業、企業化が進む日本の小売業経営者は、欧米の先進的小売業の商法、経営の近代化手法を渇望 
      していたが、ＮＣＲ社はそれらを日本に紹介し、金銭登録機は小売業経営の近代化のシンボルとなった。 
     ・ＮＣＲ社は日本の販売店網を拡充し、工場を作って増大する日本のニーズに合わせて急成長した。 

３）金銭登録機は従業員を誘惑･出来心から救う機械      
     ・日本で最初に金銭登録機の大量導入を決めたのは1922年の三越百貨店であった。 
     ･過去から小売業の現場における従業員による金銭や商品の詐取は経営者の深刻な悩みの種であった。 
     ・ＮＣＲ社は米国の専門誌から抜粋した「Temptation（誘惑･出来心)」についての啓蒙氏を配布した。 
     ・従業員の出来心の原因は酒と女が3分の２、3分の１がその他であり、人間通有の欠陥として容易に除 
      去出来るものではないが、経営の合理化（牽制･保護･管理）によって防止可能とする内容であった。 
     ・当時の三越百貨店の支配人・H氏は「大切な従業員を不正な出来心から守る」仕組みを作るのが経営 
      する者としての責務として、高価な金銭登録機の全面的導入を図ったのである。 

４）金銭登録機は「How Much?」     
     ・当時の金銭登録機は大きな家屋１軒分の価格であったといわれる。 
     ・因みに当時、東北から半年分の着物を仕入れるために上京した小売業の店主が、金銭登録機の説明 
      デモを受けて、有り金全部をはたいて1台購入して帰ったそうである。 
     ・その金銭登録機は店頭に鎮座し、多くの人々が見学のためだけに押し寄せたというエピソードがある。 

世界初の金銭登録機 
ダイアル・レジスター 

1-03 
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日本小売業の近代化の潮流 
大正ロマンと恐慌・戦争の四半世紀 

（1920～1944） 

・大正から昭和初期にかけての日本は国威 
 発揚の時期で経済や文化が大きく成長 
 することが出来ました。 
・その反面、幾度かの戦争、恐慌、地震、津 
 波・飢饉に見舞われました。 
・明るさと暗さが交互に訪れた年代でした。 

第二部 

第１章：大正ロマンは百貨店隆盛の時代      
   １） 大正ロマンとは？・・・ （明治末期～大正年間） 
    ２） 日本の起業・創業のラッシュ・・・・100周年以上2万６千社 
   ３） 近代百貨店の誕生・・・・・・起業の波と家業から企業へ 
   ４） 百貨店の隆盛・・・・・・小売業の王者  
 
第２章：第２章：戦争と恐慌の四半世紀  
   １） 関東大震災（1923)+ 世界大恐慌（1929年） 
         +昭和恐慌＋三陸地震・津波 
   ２） 戦争の半世紀   

2-01 
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 日本小売業の近代化の潮流 （1920~1944）  

1916 ・第一次大世界戦 ・日米貿易会社レジ代理店契約 ・ ・明治製菓 

1921 
(T10) 

・ワシントン会議 ・ 市制施行 ・ 

1922 
(T11) 

・９ケ国条約（対中国） 
・シベリア出兵 ・ ・ ・日本農民組合 

1923 
(T12) 

・関東大震災 ・ ・ ・大和創立、・名鉄百貨店設立 

1924 
(T13) 

・東京放送局設立 ・ 排日移民法（米国） 
メートル法・採用 ・百貨店協会設立（８社） 

1925 
(T14) 

・東京６大学リーグ ・松屋呉服店（銀座）開店店 普通選挙法公布 
JAS法 ・ 

1926 
T15/S01 

・昭和天皇即位 
・日本放送協会設立 ・新宿高野ﾌﾙｰﾂﾊﾟｰﾗｰ ・ ・ 

1927 
(S02) 

・昭和金融恐慌 
・地下鉄開業・上野ー浅草 

・新宿中村屋ｶﾘｰﾗｲｽ ・ ・八木橋設立、 

1928 
(S03) 

・普通選挙の実施 
・ 

三越で日本初のﾌｧｯｼｮﾝｼｮｰ 
高嶋屋呉服店・日本初ﾏﾈｷﾝｶﾞｰﾙ ・ ・三越設立、・ 

1929 
(S04) 

・世界大恐慌 
 （ﾆｭｰﾖｰｸ株式暴落） 

・阪急･ﾀｰﾐﾅﾙﾃﾞﾊﾟｰﾄ開店 ・ ・阪急百貨店創立、福屋設立 

1930 
(S05) 

・ロンドン軍縮会議 ・銀座三越開店 ・ ・伊勢丹設立、 

1931 
(S06) 

・満州事変（柳条湖）勃発 ・松屋浅草店開業 ・ 

1932 
(S07) 

・五・一五事件 
・上海事変、満州国 

・白木屋で火災 
・銀座和光 ・ ・ 

1933 
(S08) 

・国際連盟脱退 
・三陸地方大地震 ・伊勢丹呉服店・神田から新宿に出店 ・ ・阪神百貨店創設、 

1934 
(S09) 

・東北地方の冷害凶作 
・ﾜｼﾝﾄﾝ軍縮条約破棄 ・東横百貨店開店 <国産品奨励政策＞ 

＜輸入関税率のアップ＞ ・東横百貨店設立、・ 

1935 
(S10) 

・第二次ﾛﾝﾄﾞﾝ軍縮会議 ・ ・ ・井筒屋設立、・岩田屋設立 

1936 
(S11) 

・二・二六事件 ・ ・ ・トキハ設立、岡島設立 

1937 
(S12) 

・盧溝橋事件：日中戦争 
・日独伊防共協定 ・ ・第１次百貨店法公布 ・丸井・開業 

1938 
(S13) 

・国家総動員法 ・ ・ ・不二家設立 

1939 
(S14) 

・第二次大戦勃発 
・日米通商航海条約破棄 ・ ・米穀配給統制法 

・物価統制令、賃金 〃 ・ 

1940 
(S15) 

・日独伊三国同盟 
・北部仏印進駐 ・（ぜいたくは敵だ！） ・切符制（ミソ、醤油、） ・武蔵野ﾃﾞﾊﾟｰﾄ（西武）開店 

1941 
（S16) 

・太平洋戦争勃発 
・独ソ戦始まる ・ ・生活必需物資統制令 ・ 

1942 
(S17) 

・ミッドウェー敗退 
・独ソ･ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾗｰﾄﾞ戦 ・ ・ ・ 

1943 
（S18) 

・ガダルカナル敗退 
・学徒出陣 ・ ・ ・ 

1944 
(S19) 

・ﾏﾘｱﾅ､ｻｲﾊﾟﾝ､ﾚｲﾃ敗退 
・神風特攻、B29空襲 ・ ・ ・ 

1920 
(T09) 

・国際連盟発足 
・戦後恐慌・株価暴落 ・ ・ ・大丸創設 

・洋華堂（ｲﾄｰﾖｰｶ堂）創業 

年号 世の中の動向 小売業界の動向 法規制・他 設立・発足 景気 

1897 ・八幡製鉄所 ・牛島商会（横浜ﾚｼﾞｽﾀｰ初輸入 ・金本位制（貨幣法） ・ 

1907 ・戦後恐慌、足銅山争議 ・ ・ ・三越大阪店・新美術部 

1919 ・パリ講和会議 ・ ・ ・百貨店の設立ラッシュ 
  高島屋、そごう、松屋、白木屋 

日
本
の
近
代
小
売
業
の
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成
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第二部：日本小売業の近代化の潮流（1920～1944） 

第１章：大正ロマンは百貨店の隆盛の時代 

１）大正ロマンとは・・・？ 
     ・明治末期から大正年間の時代であり、日進･日露の戦争に勝利を収め、第一次世界大戦には連合国 
      に参戦して領土を拡張し、短期間に列強といわれる国になり、「国威高揚の時代」を迎えた。 
     ・大正デモクラシー（民本主義）で民衆と女性の地位も向上し、写真や映画、ラジオ、印刷技術等の新し 
      いメディアの流入が文芸･絵画･演劇等に西洋の新しい風を吹き込んで、自由で活発な大衆文化を都市 
      に花開かせ、吉本興業、日活、通天閣、JTB等、明治から大正にかけて次々と多くの企業が誕生した。 
 

３）近代的百貨店の誕生・・・・起業の波の中で家業から企業に変身 
     ・私鉄の誕生による都市への人口の集中、中産階級（ホワイトカラー）の増加は必然的は小売業ビジネス 
      の活性化をもたらし、多くの百貨店が誕生し、又家業から近代的経営を目指す起業に変身した。 
     ・三井呉服店が三越に改称（1904年）、伊藤屋呉服店（松坂屋・1910年）、㈱高島屋呉服店 
     （1919年）、㈱大丸呉服店（1920年）、羊華堂（ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ・1921年）、十河呉服店（1924年） 
      銀座松坂屋（1924）、銀座松屋（1925)等・・その後阪急、阪神等の電鉄系百貨店が誕生した。 
     ・規模･設備の拡大・・・・・白木屋に日本初のエレベーターと開店扉が設置（1911年）、三越に初の 
      エスカレーター設置（1914年） 
 

２）日本の起業・創業のラッシュ 
     ・現在日本で設立１００年以上の歴史を持つ会社が２万６千社以上あると言われているが、その大部 
      分はこの時代に誕生した 
     ・製造業・・・・・・・・コクヨ（1905)、横河電気（1915）、ニコン（1917）、パイロット（1918)、 
                松下電器（1918)、テイジン（1918)、カルピス1919)、マツダ（1920）、 
                日産自動車（1911)、サントリー（1923)等が上げられる。 
     ・私鉄・・・・・・・・・・西武(1894)、東武1897)、西鉄（1908)、相鉄(1908)、京成（1909)、 
                阪急(1910)、京王（1910)、東急（1922)、小田急（1923)、南海（1925)、 
                近鉄1944)が姿を現している。 
     ・他の起業・・・・・・ＮＨＫの前身（1924）、宝塚1914年、東北大学（1907)、九州大学（1911)、 
                上智大学（1913)と帝国大学、私立大学の数多くが設立された。ＨＰを見ると90周年、 
                100周年記念事業が多く見られる    

４）百貨店の隆盛・・・・小売業の王者として君臨 
     ・その後地方経済の発展とともに地方百貨店の誕生が続き、1939年（昭14年）には全国の小売業売上 
      高の7%に達した。東京では26店舗で14%、大阪では11店舗で18%を占めた。 
     ・小売業の王者として君臨し始めた百貨店の増加に危機感を抱いた中小小売店主らの反対運動は高まり、 
      百貨店の拡大経営を規制する「百貨店法」が制定された。 
     ・その後消費者動向を表す指標に百貨店の売上げ動向が用いられることになった。 

第二部：日本小売業の近代化の潮流  大正ロマンと恐慌・戦争の四半世紀（1920～1944） 
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２） 戦争の半世紀 
   

     ・1900年（明33）～1945年（昭24）までの約半世紀は日本は戦争に明け暮れた時代でもあった。 
    ・日清戦争（1894年）、日露戦争（1904～1905年）、第一次世界大戦（1914～1919年）、シベ 
     リア出兵（1918～1925年）と続いた。 
    ・世界大恐慌以降、列強各国は植民地を含む経済のブロック化を推し進めた結果、日本は欧米諸国への輸 
     出が激減し、経済的に窮地に追い込まれ、日本は「満州こそは日本の生命線」を合言葉に満州に進出した。 
    ・1931年（昭6）南満州鉄道の爆破事件（柳条湖事件）を発端として関東軍は満州全土を占領し、満 
     州国という傀儡政権の国家を建国したが列強各国は、国際連盟を通じ満州国の存続を認めないという勧告 
     案が採択され、日本は国際的に孤立することになる。（リットン調査団報告書） 
    ・それに対して日本は反発し、1933年（昭8）国際連盟から脱退し、1937年（昭12）盧溝橋事件で中国 
     国民軍と衝突し、８年にわたる日中戦争に突入した。 
    ・1940年（昭15）には日独伊の「三国軍事同盟」が結ばれるに至り、枢軸国（日独伊）と自由主義国（ 
     米英仏）と共産主義国（ソ連）の３陣営の対立が先鋭化し、日本に対してアメリカは敵国とみなして、193 
     9年に日米通商航海条約を破棄する通告を行った。 
    ・当時アメリカから日本はくず鉄や、石油の輸入の80％以上を依存し、更に日本に対する経済制裁策としてＡ 
     ＢＣＤ包囲網が敷かれ、米英蘭による対日資産の凍結、石油輸出の停止を加えた。   
    ・事態の打開を模索した日本であったが1941年（昭16）に真珠湾の奇襲で太平洋戦争に突入し、圧倒的 
     な生産力をバックにしたアメリカの物量・技術力の前に敗退を続け、広島・長崎への原爆投下によって無条件 
     降伏（ポツダム宣言）を受諾するに至る。（1945年8月15日） 
    ・この戦争で軍人･民間人を含めて210万人以上の死者が出、日本の主要都市は爆撃で灰燼に帰し、過去 
     築き上げた工業基盤は徹底的に破壊された。 
 
   
   
   
 

１） 関東大震災（1923)+ 世界大恐慌（1929年）+昭和恐慌＋三陸地震・津波 
 

      ・大正ロマンを謳歌した日本も1923年（大22）に【関東大震災】が日本を襲い、千葉･茨城から静岡東 
      部に至る日本の中心部に甚大な被害を与えた。 
     ・死者14万人超、負傷者10万人超、全半壊家屋25万戸超、焼失家屋45万戸弱の被害である。 
     ・この地震は第一次大戦での特需景気効果が消滅しつつある次期に疲弊する日本経済直撃し、一気に悪 
      化の方向に導くものであった。 
     ・1927年（昭2）には震災復興のために発行した震災手形が不良債権と化して、銀行取付騒ぎや鈴木 
      商店の倒産、台湾銀行の休業等の金融恐慌を引き起こすに至った。 【昭和金融恐慌】 
 

     ・更に1929年（昭4）のアメリカ発の世界大恐慌も日本を直撃した。 
     ・欧米諸国は植民地を含む経済のブロック化や輸入規制を実施し、更に日本は金解禁政策による影響か 
      ら深刻なデフレに陥り、生糸の輸出にブレーキがかかり、国内の株価は急落し、多くの企業が倒産して多く 
      の学歴難民と失業者を生み出した。【世界大恐慌】 
 

     ・デフレによる影響は基盤の弱い農業をも直撃し、農作物は価格低下と売上減少に見舞われただけでなく、 
      1930年(昭5）～1934年（昭9）にかけて東北地方を冷害が襲い大飢饉となった。 
     ・東北の【昭和大飢饉】の続く中、1933年３月に地震・津波にも見舞われ、死者・行方不明者3000人、 
      負傷者12000人、流出･全壊家屋12000戸以上の大被害を受けた【昭和三陸地震・津波】 
     ・疲弊した農家では娘の身売りや満州への移民等が行われた。この後、日本も満州･台湾等を含む経済圏 
      のブロック化を目指し動きめるが、国際的な摩擦も生じ始めるのである。 
   

第２章：戦争と恐慌の四半世紀 

関東大震災・被害状況 
（1923年9月1日） 
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戦後経済復興と小売業の急成長 
 「流通革命」の理論と実践の四半世紀 

（1945~1969） 

戦後いち早く復活した製造業を追いかける 
形で、大量に生産された製品を、大量に売

り捌く仕組みを持った小売業が登場した。 
当時の流通革命論は多くの流通業に志を抱

いた創業者を輩出した。 

第３部 

第１章：日本経済復興への挑戦         
   １） 傾斜生産方式 
   ２） 二つの戦争特需    朝鮮戦争＆ベトナム戦争 （1960～） 
   ３） 高度成長経済への挑戦 
   ４） めぐまれた日本経済の環境 
 

第２章：日本小売業の躍進・・・流通革命の誕生と実践の時代 
   １） 流通革命前夜・・・・日本の流通 （～1962年) 

   ２） 「流通革命」論の誕生：林周二教授（1962年) 

   ３） 「流通革命」の推進・・・・セルフサービス、チェーンストア理論の普及（1953年～）  
   ４） 「日本流通業界の発展と協会活動」   
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年号 世の中の動向 小売業界の動向 法規制・他 設立・発足 景気 

1945 
(S20) 

・太平洋戦争終戦 
・物価高騰、物資不足 

・ヤミ市 ・ ・ 

1946 
(S21) 

・日本国憲法発布 
・新円発行 

・簡易マーケット（アメ横、他） 物価統制令 ・ 

1947 
(S22) 

・義務教育６・３世 
・学校教育法公布 

・ 独占禁止法 
第１次百貨店法・廃止 

公正取引委員会 
阪急百貨店、 

1948 
(S23) 

・ ・ ・ 日本ﾃﾞﾊﾟｰﾄﾒﾝﾄｽﾄｱ協会 
現日本百貨店協会・128社324店 

1949 
(S24) 

・第１回事務と機械化店 
 （現・ﾋﾞｼﾞﾈｽｼｮｰ） 

・ ・ 日本事務⑧能率協会 
西川屋（ユニー） 

1950 
(S25) 

・朝鮮戦争 ・ JAS法 高久(ﾀｶｷｭｰ）、 
ハトヤ（後ﾆﾁｲ） 

1951 
(S26) 

・ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ講和条約 ・ ・ 日本生活協同組合連合会 

1952 
(S27) 

・ ・第一回商業統計調査 ・ いづみや（現イズミヤ） 
魚悦商店（現マルエツ） 

1953 
(S28) 

・NHKテレビ放送開始 
・朝鮮戦争終結 

・日本初のｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ食料品店 
  （紀ノ国屋）開店 

・ 全国商店連合会 
島村呉服店（しまむら） 

1954 
(S29) 

・ ・〃ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ現金問屋 
・百貨店で初のﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ募集 

・ ・ 

1955 
(S30) 

・ ・〃ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ衣料品店 
  （ハトヤ＜後ﾆﾁｲ・現ｲｵﾝ＞） 

・ 栄電社（エイデン） 
加藤電機商会（ケーズ電機） 

1956 
(S31) 

経済白書 
もはや戦後ではない 

・百貨店のSM進出（東横興業） 
    現・東急ストア 

第２次百貨店法公布 
西武ｽﾄｱ（西友） 
清水実業（ライフCo） 

1957 
(S32) 

・5000円札発効 ・主婦の店・ダイエー大阪本店設立 中小企業法 
阪神百貨店、平和堂、ヤオコー、
清水フード、十字屋 

1958 
(S33) 

・日米安保条約調印 
・１万円札、東京タワー 

・ダイエーチェーン化、全国展開 
・銀行提携ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ登場 

・ 日本ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ協会 

1959 
(S34) 

・ ・日本初のPB商品 
 （大丸紳士服・トロージャン） 

小売商業調整特別措置法 
メートル法実施・流通革命論 

相互産業（関西ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ） 
イズミヤ・セルフ店 

1960 
(S35) 

・日米新安保条約調印 
・安保闘争激化 

・日本初のクレジットカード発行 
  （丸井）   

貿易・為替自由化計画大綱 
所得倍増計画 

東武百貨店 

1961 
(S36) 

・米国ベトナム戦争介入 
・ソ連人工衛星ﾎﾞｽﾄｰｸ 

・ダイエー年商５０億円突破 
・業界初の株式公開（十字屋） 

割賦販売法・公布 
日本消費者協会 
京王百貨店、小田急百貨店 

1962 
(S37) 

・東京世界初１千万都市 
・ダイエー年商１００億円突破 
・「流通革命」（林周二） 

商店街振興組合法 
オール日本スーパー経営者協会 
ペガサスクラブ 

1963 
(S38) 

・ｹﾈﾃﾞｨｰ大統領暗殺 ・ニチイ創立 ・ 日本ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ協会 
368社・2000店舗以上 

1964 
(S39) 

東京オリンピック 
東海道新幹線開通 

・ダイエーVS松下戦争 
・第１回ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽﾌｪｱ開催 

・ 

1965 
(S40) 

・消費者物価高騰 
・国鉄「緑の窓口」解説 

・ ・ ・ 

1966 
（S41) 

・新３種の神器 ・スーパー業界で大卒大量採用 ・ 日本ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰﾁｪｰﾝ協会 

1967 
(S42) 

・EC（欧州共同体） 
・自動車1000万台突破 

・日本初の小売業の東証１部上場 
   （長崎屋） 

・ 日本チェーンストア協会 

1968 
（S43) 

・GNP世界２位、３億円 
・超高層霞が関ビル、 

・腱鞘炎問題 
・ジャスコ設立 

流通近代化の展望と課題消費
者保護基本法成立 

全国商店街振興組合 
連合会 

1969 
(S44) 

・アポロ1１号月着陸 
・東大紛争 

・日本初の郊外型ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 
   玉川高島屋SC 

・ 
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戦後経済復興と小売業急成長の四半世紀 （1945～1970年） 
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第三部：戦後経済復興と小売業急成長 流通革命の理論と実践の四半世紀 （1945～1970年） 

第１章：日本経済復興への挑戦 

１）傾斜生産方式 （1946年～ ） 
     ・太平洋戦争の敗戦によって日本の経済基盤は壊滅的な打撃を受け、深刻な状況に陥っていた。 
     ・1946年、吉田内閣は限られた資金と資源を計画的に基幹産業に配分し、他の産業に波及させる政策 
      を立て、先ず石炭･鉄鋼に集中的させた。 
     ・石炭･鉄鋼の２者間のスパイラルな設備投資･生産拡大を誘導して他の造船、海運、肥料、食料といっ 
      た重点的産業に波及させ、その後消費財に波及させて経済活性化を狙うものであった。 
     ・戦時の統制経済手法的な「傾斜生産方式」は著しい効果を挙げ、日本経済を復活させた。 
     ・この手法は隣国の中国でも導入され、成功を収めているが鉄鋼･石炭は過剰生産になっている。 

３）高度成長経済への挑戦 （1960年～）・・・・敗戦国・日本の奇跡 
    ① 産業構造の転換（1960年代～） 
      ・1950年代には中東･アフリカで大油田が発見され、エネルギーの主役が石炭から石油にシフトした。 
      ・日本は1962年の原油の輸入自由化をキッカケとして安価で大量の石油が供給可能となった結果、交 
       通機関、暖房用、火力発電用燃料、石油化学製品の原料消費量は爆発的に伸びた。 
      ・特に鉄鋼･造船産業が伸び、重厚長大・化学の産業基盤が確立する事とり、結果として石炭から石油 
       へのエネルギー革命が日本の産業構造の転換をタイミングよく後押しした。 
    ② 所得倍増計画（1960年代～） 
      ・アメリカの経済援助、傾斜生産方式、朝鮮特需で日本経済は息を吹き返し、1951年には鉱工業生 
       産は戦前の水準を超え、1956年には造船業でオランダを抜いて世界一になった。  
      ・当時の経済白書でも「もはや戦後ではない」と誇らしく宣言している。 
      ・1960年（昭35）池田内閣は長期経済政策を策定し、1961年から１０年間で国民総生産（G 
       NP)を２６兆円に倍増させる目標を立て「国民所得倍増計画」と名付けた。 
      ・1960年１月の「日米安保条約」の締結によって日本は高コストの軍事費が抑えられ、経済政策に配 
       分できるようになった。 輸出増進で外貨を獲得し、雇用拡大、中小企業の近代化、農業の近代化、 
       後進地域への工場分散を目標とし年率２桁の経済成長率を維持していく必要があった。 
      ・計画は早くも６年目の1967年（昭42）に達成された。世帯収入は 1950年では11,062円、 
       1960年には28,877円に、1970年には79,580円、1980年には230,711円に急進している。 

２）２つの戦争特需      
    ① 朝鮮戦争（1950～1953年） 
      ・朝鮮戦争では戦場に最も近い国としての日本に米軍の兵站司令部が置かれ、直節民間から物資の調 
       達を行い、繊維製品、鋼管、セメント、食料品等の需要があった。（日本の財政支出の50～６０%？） 
      ・そのた車両･航空機の修理･点検を請け負うことで米国の最新技術のキャッチアップ、品質管理、工程管 
       理等の導入に結びつき、後の産業立国の基盤つくりに貢献したとされる  
    ② ベトナム戦争（1964~1975年） 
      ・米国が介入したベトナム戦争は拡大とともに兵站を担う日本に特需をもたらした。 
      ・車両･航空機修理、船舶修理、機械、繊維製品、軍用トラック等の直接的なものだけではなく、米国の 
       東南アジアへの経済援助の相当額が、間接的に日本の輸出の増加という形になったといわれる。      
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  ４）【恵まれた日本経済の環境】（1958年～  ） 
 

     ・1956年（昭31）の経済白書で「もはや戦後ではない！」との力強い宣言を行い、1961年昭36）の池田首相の 
      「国民所得倍増計画」は日本の経済成長を加速させた。 
     ・更にその後の「東京オリンピック」や「大阪万博」が第二段、第三段ロケットとして加速し、後のニクソンショックやオイル 
      ショックを乗り越えて1985年（昭60）のプラザ合意の年まで続くのである。 
     ・下記表で見るように現代の中国の高度成長をはるかに上回る率で４半世紀もの間、成長を続けた事になる。      

年 度 国内総生産 
名目ＧＤＰ（億円） 

１９５０ （昭25）   39,470 

１９５５ （昭30）   83,380 

１９６０ （昭35） 159,494 

１９６５ （昭40）  327,422 

１９７０ （昭45） 730,685 

１９７５ （昭50） 1,477,682 

１９８０ （昭55） 2,392,709 

１９８５ （昭60） 3,212,609 

１９９０ （平02） 4,370,229 

１９９５ （平07） 4,935,881 

２０００ （平12） 5,029,899 

２００５ （平17） 5,017,344 

名目 
国民所得（億円） 

  33,815 

  67,720 

 129,120 

 260,654 

 591,527 

1,210,259 

1,969,555 

2,566,396 

3,411,377 

3,732,737 

3,695,247 

3,684,706 

前年比 

- 

- 

21.4% 

11.3% 

17.9% 

10･5% 

 8.4% 

 7.5% 

7.7% 

1.4% 

1.1% 

0.7％ 

前年比 

- 

- 

22.6% 

11.5% 

18.5% 

11.0% 

 9.0% 

 6.5% 

 7.5% 

 0.5% 

 0.6% 

 2.2％ 

日本の人口 
（千人） 

  84,115 

  90,077 

 94,302 

 99,209 

 104,665 

 111,940 

 117,060 

 121,049 

 123,611 

 125,570 

 126,926 

 127,768 

備   考 

- 

神武景気（31ケ月）岩戸景気（42ケ月） 

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ景気（24ケ月） 

いざなぎ景気（57ケ月） 

列島改造景気（24ケ月）・ｵｲﾙｼｮｯｸ 

- 

- 

プラザ合意・円高不況・ﾊﾞﾌﾞﾙ経済 

バブル経済絶頂 

バブル経済崩壊 

ＩＴバブル景気（22ケ月） 

いざなみ景気（69ケ月） 

生産年齢 
人口（千人） 

  50,168 

  55,167 

  60,469 

  67,444 

  72,119 

  75,807 

  78,835 

  82,506 

  85,904 

  87,165 

  86,220 

  84,092 

人口推移 

オイルショック バブル崩壊 

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ 
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第２章：日本小売業の躍進・・・・流通革命の誕生と実践の時代 

１）「流通革命」前夜 日本の流通 （～1962年） 
     ・第二次大戦中、日本軍のアキレス腱として露呈したのがロジスティク（兵站）、即ち作戦業務）遂行 
      のための物資の支援･補給であった。そのため直接の戦闘で戦死した人数よりも食料･医薬品の欠乏に 
      よる餓死、戦病死した人数の方が多いとも言われた。 
     ・日本軍では戦功の目立つ戦闘を第一義とし、ロジスティックは軽視され、戦略的にも重要視されなかった。 
     ・事実日本の潜水艦は専らアメリカの軍艦を攻撃対象したのに対し、アメリカの潜水艦は島国日本の輸送 
      船を攻撃して兵站を絶って日本の継戦能力を奪ったのである。 
     ・戦後の日本の経済成長が続いた1956年に日本生産性本部では米国流通技術視察団を派遣した。 
     ・そこで目にしたものは高度な生産性を実現した製造業だけではなく、生産された大量の製品を販売する 
      近代的な小売業、そしてその双方を効率的に結ぶ流通活動の存在であった。 
     ・当然物流には鉄道トラック等の輸送機器のみならず、高速道路等の道路網、港湾施設、電話等の社 
      会的なインフラが必須であり、この視察はその後の日本の東名高速や新幹線の登場を急速にした。 

２）「流通革命」論の登場：林周二教授（1962年） 
     ・1962年に東大の経済学部・林周二教授は「流通革命（製品・経路及び消費者）」、続いて1964年 
      には「流通革命新論」を出版した。 
     ・日本経済の問題は近代化された生産体制と、旧態依然とした販売体制にあり、そのボトルネックは経路 
     （チャネル）部門の遅れにあるとした新しい物流という概念は当時の日本人にとってまさに革命的であった。 
     ・当時の日本の商店数は約120万店、従業員数１～２人の店が70％の零細過多の構造だった。 
     ・小売業の生産性もアメリカの７分の１といわれ、日本の小売業の生産性を上げるためにはアメリカの巨大 
      スーパーマーケットのような高効率の大量輸送･大量販売の小売企業の登場が必要であり、流通コスト 
      の低減・生産性のアップなくしては国民の消費革命、生活革新、幸福度向上はありえないとした。 

３）「流通革命」の推進：セルフサービス、チェーンストア理論の普及（1953年～） 
     ・「流通革命」論はその後田島義博氏、佐藤肇氏、渥美俊一氏らによって深められ、より実践的なものとし 
      て啓蒙されて広まっていった。 
     ・いち早く戦後日本でビジネスを再開した日本ＮＣＲ社、米国本社発の「ＭＭＭ大学」等でアメリカの小 
      売業主導の流通革命を提唱し、チェーンストア理論、セルフサービス理論等の啓蒙活動を行った。 
     ・1953年（昭28）の青山･紀ノ国屋がわが国初のスーパーマーケットとして登場するや一気に流通革命 
      は目に見える形となり、多くの小売業の経営者がそれに続いて革命の火の手を上げた。 
     ・主婦の店・ダイエーの中内功（刀）氏を始めとする若き小売業経営者の流通革命のビジョンに当時の 
      若い学生も共鳴し、続々と多くの人材が集まり、急速に事業を拡大していった。  
     ・その拡大の勢いは目覚しく零細小売店舗は次々と廃業する事態が生じ、政府は中小小売店の保護を 
      目的に1973年に「大規模小売店舗法」（通称；「大店法」）を制定し店舗面積開店時間、閉店時 
      間､休業日数の４項目に規制を加えざるを得なくなったのである。 
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  ４） 日本流通業界の発展と協会活動・・・売上等は1976年（昭51）の実績 
 
      ① 日本百貨店協会  1947年（昭23）３月・設立 
            128社（324店舗）、従業員数18万人、売上高3,554億円 
      ② 日本セルフサービス協会 1958年（昭33）３月・設立 
            368社（2000店舗）、従業員数12万人、売上高2､800億円 
      ③ 日本チェーンストア協会 1974年（昭49）７月・設立 
             77社（2375店舗）、従業員数20万人、売上高3,861億円 
      ④ 日本ショッピングセンター協会 1975年（昭50）・設立 
       
      ⑤ 日本専門店協会  1989年9月・設立 

日本セルフサービス協会設立総会 
昭３３・３ 

  

  【セルフサービス急成長の歴史】 
     
     
   

小売業態 １９６４年（昭３９） １９７４年（昭４９） １９８５年（昭６０） １９９４年（昭３９） ２００４年（平１６） 

小売業計  8,350（100％） 40,300（100％） 101,719（100％） 143,325（100％） 133,877（100％） 

百 貨 店   788 （ 9.4％）  3,563 （ 8.8％）   7,780 （7.4％）  10,640 （ 7.4％）   8,427 （6.3％） 

総合スーパー    97 （ 1.2％）  1,836 （ 4.6％）   5,971 （5.9％）   9,495 （ 6.6％）   8,515 （6.4％） 

専門スーパー    286 （ 3.4％）  2,375 （ 5.9％）   5,772 （5.7％）  10,426 （ 7.3％）   13,602 （17.6％） 

その他スーパー     9 （ 0.1％）    29 （ 0.1％）   7,412 （7.3％）  10,569 （ 7.4％）    6,455 （4.8％） 

ドラッグストア     - （-  ％）    -  （ - ％）    3,383 （3.3 ％）   8,335 （5.8％）    2,492 （1.9％） 

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ     - （-  ％）    -  （ - ％）   -    （ - ％）    -   （ - ％）    6,705 （5.0％） 

その他（SC、専門店）  7,170 （85.9％） 32,498 （80.6 ％）   71,401 （70.2％）   93,859 （ 65.5％）    77,681（58.0％） 

出典：経済産業省・商業統計資料 1964／1974年の10年間で・・・・ 
  小売業計     482.6％ 
  百 貨 店     452.2％ 
  総合スーパー  1892.8％ 
  専門スーパー   830.4％ 
  専門店・他    453.2％  

セルフサービス 
の普及 

            1953年（昭28）     1店 
            1954年（昭29）     2店 
            1955年（昭30）    37店 
            1956年（昭31）    96店 
            1957年（昭32）   142店 
            1958年（昭33）   302店  累計 580店 
            1964年（昭39）             3620店 
            1974年（昭49）            11962店 
 

【セルフサービス店の増殖】 
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小売業界は電子の戦場へ  
コンピュータ＆POSの四半世紀 

（1970～1944） 

第四部 

第１章：日本経済への試練・・・・高度成長の終えん         
   １） ニクソンショック （1971年） 
   ２） オイルショック（1973,1979年） 
   ３） 日米貿易摩擦の激化（ジャパン・バッシング）（1980年～） 
   ４） プラザ合意（1985年） 
   ５） 日米構造協議（1989～1992年）、 

第２章 百貨店王者の時代とその終焉 （1950～1980末） 
   １） 百貨店の王者の時代（1950年～） 
   ２） 規模拡大競争に走る百貨店 （1977年～） 
   ３） 小売業の王者からの転落・斜陽化の道を歩き始める？ （1996年～）   

第３章 スーパーの台頭：一億総中流化の波に乗る 
   １） スーパーの台頭 （1960年代） 
   ２） 危機に直面するスーパー業界（1980年代～） 
   ３） 「単品監理」システムの誕生（1985年～） 
   ４） ポイントカードによる顧客戦略の追及（1999年～） 

第４章 専門店の台頭：商業施設の増加と共に急成長 （1970年代から） 

   １） ショッピングセンター、ファッションビル等の増加 
   ２） 郊外に巨大ショッピングモールが出現 
   ３） 専門店の戦略・・・・セレクトショップ、SPA 
第５章 コンビニエンスストアの台頭 （1980年代） 
       日本の小売業を牽引、活躍の場は海外へ・・・・ 
第６章：ＰＯＳシステムの登場 （1970年～）  

   １） POS登場前の小売業のシステムは？ 
   ２） POSシステムの登場：NCR280（1970年） 
   ３） POS化の第１期：「百貨店の省力化」（1976年～） 
   ４） POS化の第２期：ネットワーク化（1980～) 

4-01 



Copy-Right shijuku・terakoya 2017/07 Page:     

 小売業界は電子の戦場へ コンピュータ＆POSの時代 

バ 
ブ 
ル 
期 

年 号 世の中の動向 小売業界の動向 法規制・他 設立・発足 景気 

1970 
(S45) 

・大阪万博(6421万人） 
・新日鉄発足 

・ファミレスの登場（スカイラーク） 
・世界初のPOS NCR280発表 ・ ・日本KFC設立 

1971 
(S46) 

・ニクソンショック 
（ドル変動相場制） 

・日本マクドナルド・日本進出 
・ヤオハン・海外進出 

・ ユニー合併 

1972 
(S47) 

・日本列島改造論・沖縄 
・札幌冬季オリンピック 

・ダイエー小売業売上日本一に 
・第１回ｼﾞｬﾊﾟﾝｼｮｯﾌﾟｼｮｳ開催 

流通業資本 
自由化 

日本ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ協会 
流通システム開発センター 

1973 
(S48) 

・第一次オイルショック 
・ベトナム戦争終結 

・西友ｽﾄｱのコンビニ１号店 
  （ファミリーマート） 

中小小売商業振興法 
大規模小売店舗法設立 

ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ、CGC、パルコ 
日本ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ協会 

1974 
(S49) 

・マイナス成長 
・ｳｫｰﾀｰゲート事件 

・ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝの１号店（豊洲） 
・泉北高島屋POS導入 ・百貨店統一伝票の制定 

日本消費者連盟 
イケア 

1975 
(S50) 

・山陽新幹線（岡山・博多） 

・沖縄海洋博覧会 
・ダイエーローソン１号店 
・町田小田急全館POS導入 

小売業外資 
完全自由化 

・日本フランチャイズ協会 

1976 
(S51) 

・ロッキード事件 
・グリコ森永事件 

・大和運輸宅急便開始 
・専門店向けPOSの登場 ・ 東急ハンズ 

1977 
(S52) ・宇宙戦艦ヤマト封切 

・関東高島屋・銀座三越POS化 
・ｲﾄｰﾖｰｶ堂・経常利益100億突破 

独占禁止法改正 
JANコード制定 

日本DIY協会発足 

1978 
(S53) 

・第二次オイルショック 
・成田空港・開港 

・ダイエー・ノーブランド商品発売 
・八重洲ブックセンター１号店 ・ 日本小売業協会 

1979 
(S54) ・東京サミット開催 

・SHIBUYA109開店 
・たつみﾁｪﾍｰﾝ・JANｽｷｬﾆﾝｸﾞ実験 

第一次 
改正大店法施行 

・ビッグエー・１号店 

1980 
(S55) 

・自動車生産台数世界一 
・ソ連アフガニスタン侵攻 

・ダイエーが年商１兆円突破 
・セブンイレブン１０００店舗超 

・ 
ビックカメラ、サンクス 
ジャスト（ﾄﾞﾝ･ｷﾎｰﾃ) 

1981 
(S56) 

・スペースシャトル 
 

・ダイエー系の合併・再編進む 
・千葉船橋ららぽーと ・食料管理法改正 ららぽーと（TokyoBay) 

1982 
(S57) 

・東北新幹線 
・上越新幹線 

・ダイエー・ハワイ・アラモアナSC買収 
・ｲﾄｰﾖｰｶ堂・業務改革開始 ・商法改正（総会屋対策） ビブレ１号店 

1983 
(S58) 

・東京ディズニーランド 
・NHK朝ドラ「おしん」 

・ダイエー・連結決算赤字 
・西友・無印良品発売 ・ ヤマダ電機 

1984 
(S59) 

・グリコ森永事件 
・東証株価１万円超 

・有楽町マリオン（銀座百貨店戦争）  ・ サークルKジャパン 

1985 
(H60) 

・プラザ合意 
・民営化（NTT、JT) 

・ｲﾄｰﾖｰｶ堂 124店舗POS導入 
・POS、VANの導入進む ・ プラネット 

1986 
(H61) 

・急激な円高 
（260円台から150円台に） 

・売上税への反対運動 ・男女雇用均等法施行 
・高年齢者雇用安定法 

・ 

1987 
(S62) 

・バブル経済最高潮 
・国鉄解体（６つに分割） 

・ダイエー・リッカー再建支援 
・INS実験開始 

・所得税改正案 
（所得減税） 

・ 

1988 
(S63) 

・リクルート事件 
・青函ﾄﾝﾈﾙ、瀬戸大橋 

・ダイエー・プロ球団買収（ﾎｰｸｽ） 
・セゾンG/ｲﾝﾀｰｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙﾎﾃﾙ買収 ・ 流通科学大学 

1989 
S64/H1 

・消費税導入（3%) 
 昭和天皇崩御・平成の年号 

・トイザラス・日本進出 ・90年代の流通ビジョン 
・日米構造協議 

日本専門店協会 

1990 
(S02) 

・東西ドイツ統一 
・日米構造協議締結 

・ 
・大店法、流通関連独禁 
 法の見直し 

・ 

1991 
（H03) 

・バブル経済崩壊 
・湾岸戦争 

・ｲﾄｰﾖｰｶ堂・米国ｻｳｽﾗﾝﾄﾞ社買収 ・流通ガイドライン 
・独禁法 〃 

日本トイザラス１号店 

1992 
(H04) 

・国家公務員週休２日制 
・学校週５日制 

・セブンイレブン・年商１兆円突破 
・ダイエー・リクルートを傘下に 

・第二次改正大店法施行 ・ 

1993 
（H05) 

・円高（１ドル100円台） 
・Jリーグ開幕 

・百貨店の売上低下 
（リストラ、新卒採用中止、役員降格） 

・環境基本法 
雪印アクセス（日本アクセス） 
ハックキミサワ（CFSコーポ） 

1994 
(H06) ・関西国際空港・開港 

・セブンイレブン・経常利益で日本１に 
・・NTT電子マネー実験 

・大店法運用基準を緩和 上越ウイングマーケット 

ｵｲﾙｼｮｯｸ 

高
度
成
長
期 

経 済 
停 滞 

安 
 

定 
 

成 
 

長 
 

期 

列
島
改
造
景
気 
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第四部：小売業界は電子の戦場へ コンピュータ＆POSの四半世紀 （1971～1995年） 

第１章：日本経済への試練・・・高度経済成長の終焉 

１）ニクソンショック（1971年～） 
 

    ・1971年米国のニクソン大統領は前触れ無くドルと金との交換停止を告げ、金本位制の固定為替から変動 
     為替相場制に移行した。 
    ・ベトナム戦争や高度な福祉政策によって貿易赤字とインフレが加速し、日本･ドイツにもインフレの輸出と言っ 
     た懸念が広がっていた最中であり、日本円は１ドル360円から308円、約17％の切り上げとなり、輸出産業 
     は大打撃を受け、前年の大阪万博の盛り上がりも一瞬にして吹き飛び、不況に転落した。 

２） オイルショック（1973年・1979年） 
 

    ・1973年の第四次中東戦争の勃発でOPEC（石油輸出国機構）を皮切りに中東の産油国が原油の値 
     上げ、生産の削減、イスラエル支援国への禁輸を打ち出し、翌年には原油価格を１バーレル＠5.12ドル 
     から＠11.65ドルに引き上げた。安価な石油に依存していた日本を直撃した。 
    ・経済成長率も戦後初めてのマイナス1.2%となり、高度経済成長はここに終わりを迎える。日本政府、企業 
     は産業構造の転換と石油の備蓄、省エネに向けての努力が始まり、1979年（昭54）の第二次オイルショッ 
     クを乗り越えた。この事は逆に脱石油という事で産業構造の転換がはかられ、その後の強みとなった。 

３） 日米貿易摩擦の激化（ジャパン・バッシング）（1980年代～） 
 

    ・日米貿易摩擦は1960年代においては鉄鋼･繊維であり「日米繊維摩擦」と名付けられた。 
    ・1970年代に入るとＴＶ，工作機械、自動車が急増し、1980年代に入り、オイルショックを克服した日本 
     車は小型低燃費・高品質でデトロイトの自動車産業を窮地に追いやった。（日米自動車摩擦）  
     貿易不均衡も進み、アメリカは日本に対して反撃に出、日本の経済制度、貿易慣行、政策に対する批判や 
     オレンジ、牛肉、米等の輸入自由化を強く迫った。（「スーパー301条」） 

４） プラザ合意（1985年） 
    ・1980年代、インフレ抑制のためﾚｰｶﾞﾝ政権は金融引き締めのため高金利政策を行った。 
    ・そのため世界中のマネーがアメリカに流入し、輸入は増大した。莫大な双子の赤字を抱え、世界の基軸通 
     貨であるドルへの信任が不安定になり、Ｇ５（先進５ケ国蔵相会議）で円高ドル安への誘導が決められ、 
     １ドル235円だったものが１年後には150円台となった。 
    ・日本の急速な円高は不況を呼び込むとの事から低金利政策が持続され、それによる余剰資金は不動産 
     や株式に投資され、後のバブルの引き金になったと言われる。 

５） 日米構造協議（1989～1992年） 
 

      ・アメリカの対日赤字を食い止めるための円高ドル安のプラザ合意の施策にも拘らず、日本企業は更な 
       る合理化策で円高を乗り越え、海外にも工場を移転して依然強い競争力を発揮していた。 
      ・「スーパー301条」の発動を避けるべくﾌﾞｯｼｭ大統領と宇野首相との間で【日米構造協議】が始まり、 
       日本市場の閉鎖性の是正を具体的に求められ、「大店法の規制緩和」につながった。 
      ・その結果各種規制緩和･撤廃が続き、多くの業態が誕生し、郊外に大型店が続々と建設され、地方 
       都市の旧市街は地盤沈下を起こし、シャッター商店街が続出する遠因となった。 
 

第四部：小売業界は電子の戦場へ コンピュータ＆POSの四半世紀 （1971～1995年） 
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  １）百貨店の王者の時代 （1950年～） 
 

     ・1947年、太平洋戦争の終戦によって旧「百貨店法」の撤廃によって百貨店は戦後の日本の復興とともにいち 
      早く復活した。 
     ・物不足の中で百貨店の最上階には催し場（バーゲン会場）が設けられ、日用品・衣料品・雑貨が特売されて 
      一般大衆をも引き寄せた（シャワー効果）。 
     ・工業化による都市への人口の集中、中間所得層の増加、国民所得の増加に併せて、百貨店は商品のみなら 
      ず大食堂、屋上遊園地、美術展の開催等文化、娯楽等を提供し、都市の中心・象徴として増床による大型 
      化を繰り返し、更に都市百貨店は地方都市に支店網を広げてその業容を拡大した。 
     ・そのため1956年（昭31）には「（第二次）百貨店法」が制定され、新規出店・増床・経営統合などが中小 
      商業者の保護のため規制された 。 
     ・このように当時、日用品から高級品まで扱う百貨店は小売業の王者であり、経済指標にも百貨店の販売動向 
      が長い間用いられてきた。 
 
  ２）規模拡大競争に走る百貨店 （1977年～） 
     ・1970年代初頭のニクソンショックによる円の変動相場制への移行、オイルショックによる経済構造の転換 
       等の経済的苦境に立たされた日本経済であったが、団塊の世代が低コストの労働力を供給し、且つ国 
       内市場の隆盛をもたらし、GNPの成長率は４％台を保った。 
      ・その様な経済環境化での百貨店業界は、POSによって省力化と支店経営から母店経営、一部チェーン 
       経営を志向して経営コストを削減しながら他店舗化、規模の拡大路線をひた走った。 
      ・その中でもそごうは「ダブルそごう」、「トリプルそごう」を掲げ、国内30店舗のみならず、台湾をはじめ東南 
       アジア地区への出展も加速させたが、バブル崩壊によって一気に経営破たんに見舞われる事になる。 
      ・全国の工場跡地や、JR各社の駅回りの再開発で伊勢丹、髙島屋、大丸等の都市百貨店も、京都、 
       名古屋、札幌、福岡等の地方の主要都市への進出を重ねたのである。 
      ・都心百貨店では今までの１万坪の売り場規模が２万坪を超え、旗艦店舗の規模は３万坪へと拡大を 
       続け、世界に類例を見ない日本型の百貨店携帯を作り上げていったのである。 
      ・又、その出店戦略は出店地区の既存百貨店との優良顧客の争奪戦を招き、各社割引付の 
       自社クレジットカード、ポイントカード等の仕組みつくりの競争が始まった。 
 
 ３） 小売業の王者からの転落・斜陽化の道を歩き始める？ （1996年～） 
 

     ・戦後の高度成長したで成長を続けてきた百貨店も1973年のオイルショックを契機に、人件費の伸びが売上の 
      伸びを上回り始め、業界全体の成長率も鈍化し、全小売業の経営指標を下回り始めた。 
     ・更に百貨店の拡大期に手薄となった熟練バイヤー・販売員の不足問題に対してアパレルメーカーは派遣店員・ 
      委託仕入・消化仕入方式を増大させてリスク負担を引き受けた。その結果百貨店は構造的に自主マーチャンダ 
      イジング力を喪失し、業界内での同質化競争の中で企業体力は蝕まれていった。 
     ・又、美術館やディズニーランドに代表される文化施設、レジャー産業の充実、ファミリーレストランの出現、海外 
      高級ブランドの旗艦店の銀座進出、ユニクロやヤマダ電機、トイザラス等のカテゴリーキラーと呼ばれる大型専 
      門店の出現で、従来持っていた百貨店の魅力が薄められていった。 
     ・地方百貨店ではイオンを始めとする量販店が郊外に大型のショッピングセンターを作り、旧市街中心地の地盤 
      沈下が起こり、又アウトレットストアによる高級ブランドの販売はモロに売上を直撃し始めた。 
     ・その結果業界全体の販売高も、バブル期の1991年の9兆7131億円をピークとして2016年には5兆9780億 
      円に急落し、現在生き残りを賭けての業界の大再編が始まり、閉鎖される店舗も急増している。 
   

第２章 百貨店の王者の時代とその終焉（1950～19８0年末） 
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  １）スーパーの台頭（1960年代～） 
 

      ・1953年に日本初のスーパーマーケット紀ノ国屋が開店し、その後多くの企業が続々と誕生した。  
      ・流通革命の旗印の下にアメリカのセルフサービス理論、チェーンストア理論を経営に取り入れたスーパーマ 
       ーケットの成長は著しく1964年～1974年の間に店舗数は3,620店舗から11,962店舗に激増し、同 
       年にはその活動を規制する「大店法」が制定されるほどであった。 
      ・日本の高度成長、人口の増加、団塊の世代の社会人化による中間所得層の増加、都市の郊外へのド 
       ーナッツ現象、車社会の到来が新たな需要と立地（ニュータウン、団地）を次々と産み出し、スーパーマ 
       ーケットと量販店（GMS)といわれる大型スーパーを急成長させた。 
      ・1972年には小売業売上高ランキングでダイエーが三越を抜いてトップに立ち、その後もジャスコ、イトーヨ 
       ーカ堂を核とした量販店は多角化による拡大戦略を推進しグループを形成して小売業界トップの座を維 
       持し続ける事となった。 
 
  ２）危機に直面するスーパー業界（1980年代～） 
      ・1980年代以降、消費の多様化から少品種大量販売の量販店のビジネスモデルに影が差し始めた。 
      ・バブルのはじけた1990年代中盤からは、地方の食品主体のスーパーマーケットが健闘する一方で量販店 
       は再び失速し始めた。  特に衣料品の品揃え･価格においてユニクロ等のSPA専門店に主導権を奪わ 
       れ、一般大衆の日常的なニーズに絞ってきた分「商品は沢山置いてあるけど買いたいものがない」といった 
       形で成熟した消費者の支持を失ってきているのである。 
      ・従来の選別型マーチャンダイジングの仕組みの限界と、バブル崩壊後の中間所得層の二極分化･ニーズ 
       の拡散に追い付いていけないといった構造的な問題があるのかもしれない。 
 
  ３）「単品監理」システムの誕生（1985年～） 
      ・従来のスーパーマーケットは精肉、青果、鮮魚、日配品等の区分による「部門管理」による経営手法を 
       とっていたが、変化する消費者ニーズの対応ということでは限界があった。 
      ・POSでは早くからバーコードの読み取りによる単品管理システムは技術的に可能であったが、値札作成、 
       値付け作業といった企業内で発生するコストを吸収するにはいたらなかったのである 
      ・1985年のイトーヨーカ堂の「業務改革」とPOSによる「単品管理」手法が導入され、これによって日本の 
       JANソースマーキングが一気に普及を見せて、全国のスーパーマーケットにPOS導入が広がった。 
 
  ４）ポイントカードによる顧客戦略の追及（1999年～） 
 

      ・米国では1990年代中盤にウォルマートやＫマートのスーパーセンターによる食料品マーケットへの侵攻に 
       よって、欧米のスーパーマーケットはＨＭＲ（調理済みの食品）と、優良顧客の識別と囲い込み戦略で 
       あるFSP（Frequent Shopper Program) の導入によって生き残りの道を探ったのである。 
      ・戦後最悪の不況に直面した日本の中小スーパーマーケットは欧米に習い、次々とFSP導入に取り組み、 
       多くの企業がスタートした1999年は「FSP元年」と称された。 
      ・小売業の経営を商品の指標だけでビジネスを進めてきた業界に、初めて消費者（Consumer）ではなく、 
       個々の個客（Customer）といった指標が入り、ポイントカードという形で導入の広がりを見せたのである。 
      ・しかしながら日本のポイントカードは昔からあったスタンプカードの単なる電子化であり、多くの企業は販促の 
       域を出る事ができず、個客マーケティング戦略として顧客情報を活用しようとする動きは鈍かった。 
      ・その結果割引･値引としてのポイント乱発に陥り、その後のポイント専門会社への丸投げは優良顧客の囲 
       い込み効果を喪失し、ポイント未払い費用の増加は経営を圧迫し始めている。 
 

第３章 スーパーの台頭：1億総中流化の波に乗る （1960～1980年末） 
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    １）ショッピングセンター、ファッションビル等の増加・・・・専門店の急成長を促した 
      

         ・1970年代から日本でもショッピングセンター（SC)を代表とする各種大型商業施設が急増し始めた。 
         ・最初は池袋パルコ（旧丸物）や渋谷109、ラフォーレ原宿に代表される都心のファッションビルとして現わ 
          れ、その後玉川高島屋ＳＣが本格的なショッピングセンターとして郊外に出現した。 
         ・団塊の世代が社会に出るに従って大都市のドーナッツ現象が始まり、更に車社会の到来が拍車をかけ大 
          手スーパーチェーン（GMS）が核となって郊外型大型ショッピングセンターの建設が本格化した。 
         ・ショッピングセンターやファッションビル、駅ビルの増加によって、テナントとして出店する機会を得る事になった 
          専門店はその数を急激に増やす事となった。 （下記は2016年末のデータ） 
              総SC数 3,211施設、 総テナント数 159,066店舗、 キーテナント数 2,931店 
              総店舗面積 51,724,612㎡、１SC平均店舗面積 16,109店舗 
 
    ２）郊外に巨大ショッピングモールが出現 
 

         ・2000年代に入り、バブル崩壊後の不況に苦しむ大手GMSであるイオン、セブン＆アイ、ユニー等の企業 
          は、生き残りの活路を郊外に200～300店舗のテナントを擁する巨大ショッピングセンターの建設に求めた。 
         ・その結果、現在GMSの本体のビジネスは赤字であるが、専門店のテナント料で黒字をひねり出している。 
         ・又、大手不動産企業は大都市郊外に高級ブランドを揃えたアウトレット・モールを続々と誕生させ、集客 
          力の高さを見せつけ始めた。 現在全国38ケ所、売上にして5000億円を超える。 
            
    ３）専門店の戦略 
 

         ・ライフスタイルの変化によるニーズの高度化･多様化する消費者に対して、ビームスやユナイテッドアローズに 
          代表されるセレクトショップが支持され、ユニクロ、ニトリに代表されるSPAが巧みなマーケティング戦略を展 
          開し、旧専門店、量販店、百貨店の顧客を侵食し始めている。 
         ・更にカテゴリーキラーとしての大型専門店は玩具のトイザラス、洋服の青山、家電のヤマダ電機等、確実 
          に既存の中小小売店、ＧＭＳ、百貨店のカテゴリーを食い荒らして圧倒的な販売力を維持し続けている。 
              SPA：Speciality Store Retailer of Private Label Apparel（製造小売業） 
  

（消化・条件付買取仕入・派遣店員） 

市場調査 
商品政策 製品企画 製品製造 在 庫 発注 

仕入 品揃計画 販 売 発注・調達 
在庫 

展示会 
（数入れ） 

受注 
納品 

川 上 川 中 百貨店 

アパレルメーカーのマーケティング領域 

百貨店・GMS・急専門店の選別マーチャンダイジング（マーケティング戦略の不在） 

市場調査 
顧客ﾀｰｹﾞｯﾄ 
商品政策 

販売計画 
製品企画 
生産計画 
流通計画 

製品製造 
（委託） 配布・補充・在庫 販 売 

広告･販売促進計画 
価格政策 

店舗別品揃え計画 
物流・在庫 
（委託） 

ユニクロの調達マーチャンダイジング（自社のマーケティング戦略） 

ユニクロがコントロール 

  第４章 専門店の台頭・・・商業施設の増加と共に急成長（1970～） 
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    ・日本のコンビニエンスストア（ＣＶＳ）の始まりについては諸説あるが本格的という事では1974年、当時のイ 
     ーヨーカ堂のセブン･イレブンが東京都江東区豊洲に開店した１号店であろう。 
    ・基本は売り場面積３０坪、扱い商品2500～3000アイテム、営業時間は現在では２４時間であり、商品以 
     外に各種チケット、公共料金収納代行、ＡＴＭ、宅配便取次ぎと消費者の生活に密着した便利が生命線の 
     業態である。 
    ・弁当やＰＢ商品、サービス、電子マネーの開発競争やそれらを動かす情報システムの構築等で今や日本の小 
     売業の最前線に位置する存在であり、2008年には百貨店業界を年間売上高で追い抜いてしまった。 
    ・昨今のＣＶＳの競争のバックには商社（三菱商事・伊藤忠商事）の存在があり、世界中で調達できる商材 
     を国内で安定的に供給できる販売網の獲得競争が透けて見える。 
    ・2000年にはセブンイレブンが小売業の売上高ランキングで日本１になり、2016年にはファミリーマートとサークル 
     Ｋ＆サンクスが経営統合し、店舗数ではセブンイレブンに迫る事となる。 
    ・ﾞ2015年2月末決算期での業界ランキングは下記の通りとなる。 
 
            ①セブン・イレブン     17,491店舗 （ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ系列）・・・4兆0082億円 
            ②ローソン         11,600店舗 （三菱商事系列）･･･1兆9619 〃 
            ③ファミリーマート      10,514店舗 （伊藤忠系列）････1兆8601 〃 
            ④サークルＫ&サンクス   5,990店舗 （ユニー系列） 
            ⑤ミニストップ         2,151店舗 （イオン系列） 
            ⑥スリーエフ           558店舗  
            ⑦ポプラ             525店舗 
    ・海外への展開 
        セブンイレブン： 北米（8,363）、タイ（8,832)、韓国（8,000)、台湾（5,029)、中国（2,017)、中東、 
        ファミリーマート： 台湾（2,985)、中国(1,530)、タイ（1,109)、ベトナム、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ﾌｨﾘﾋﾟﾝ，他 
        ローソン：     中国、タイ、インドネシア、ハワイに展開中 
 
 

経営統合 

日本小売業ベスト１０ランキングの推移 

  百貨店 
   ＧＭＳ 

 ＣＶＳ、専門店へ 

 1960年度 
①三 越 
②大 丸 
③髙島屋 
④松坂屋 
⑤東横百貨店   
⑥伊勢丹 
⑦阪急百貨店 
⑧西武百貨店 
⑨そごう 
⑩松 屋 

 1980年度 
①ダイエー 
②イトーヨーカ堂 
③西友ストアー 
④ジャスコ 
⑤三 越 
⑥ニチイ 
⑦大 丸 
⑧髙島屋 
⑨西武百貨店 
⑩ユニー 

 2001年度 
①イトーヨーカ堂 
②イオン 
③ダイエー 
④髙島屋 
⑤ユニー 
⑥西 友 
⑦三 越 
⑧大 丸 
⑨伊勢丹 
⑩ヤマダ電機 

 2008年度 
①ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲ・HD 
②イオン 
③ヤマダ電機 
④三越伊勢丹 
⑤ユニー 
⑥Jﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ 
⑦ダイエー 
⑧髙島屋  
⑨エディオン 
⑩ﾖﾄﾞﾊﾞｼｶﾒﾗ 

 2012年度 
①イオン 
②ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・HD 
③ヤマダ電機 
④ローソン 
⑤ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ 
⑥三越伊勢丹HD 
⑦ユニー 
⑧Jﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ 
⑨ダイエー 
⑩髙島屋  

 201６年度 
①イオン 
②ｾﾌﾞﾝイレブン 
③ローソン 
④ファミリーマート 
⑤ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｨﾘﾝｸﾞ 
⑥ヤマダ電機」 
⑦三越･伊勢丹HD 
⑧Jﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ 
⑨髙島屋 
⑩エイチツーオー  

⑪ﾌｧｰｽﾄ･ﾘﾃｨﾘﾝｸﾞ） 

  第５章 コンビニエンス・ストアの台頭 
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  １）ＰＯＳシステム登場前の小売業のシステム化は？ 
       ・小売企業のチェーン化・大型化による急速な成長は、レジスターからの部門売上の金銭的管理情報（ダラー 
        コントロール）以外に、もっと細分化された商品情報を要求するようになった。 
       ・本部のバイヤー（仕入担当者）が自分の担当する商品の売上動向、在庫状況を分析しながらタイミングの良 
        い追加発注や、在庫の店間振り替え、見切りによる在庫処分を行う必要に迫られてきたのである。 
       ・特に衣料品では季節性、ファッション性のあるものはその対応がより難しくなり、利益管理が難しくなってきていた。  
       ・その問題解決策として当時アメリカの小売業各社は商品にパンチタグ、バーコードタグ、磁気ストライプタグを付 
        け、販売時点で回収して本部に送り、専用の読取機を介してコンピュータに取り込んで分析報として提供して 
        いたのである。 
       ・しかしながら全国に展開する店舗からのそれらタグの回収率は、８０％台に留まり、回収時間もかかるといった 
        精確性とタイミング上の問題もあって活用が難しかったのである。 
       ・金銭登録機のNo1企業であったNCR社では、それら小売企業のニーズに対応すべく出したものがNOF 
       （NCR Optical Font)付きのレジスターと紙テープパンチ装置付きのレジスターであった。 
       ・前者は金銭登録機の記録紙（ジャーナル）に、専用OCR用文字を印字して本部に送り、OCR（光学式文 
        字読取装置）で読取り、コンピュータにインプットするものであった。 
       ・後者は金銭登録機で取引登録時に、副産物として登録データを紙テープにパンチする機能を持っていた。 
       ・これにより従来の「部門別管理」（ダラー管理）から「クラス管理」に移行することが出来、商品の点数管理、 
        品種別のプライスライン分析等が可能となって、商品管理システムの大幅な向上が実現できた。 
 
       ・しかしながら、両者共にチェーン展開した場合の距離の問題の解決、即ち本部に集める問題は残っており、且つ 
        当時急速に広がりつつあったクレジットカードのオンラインによるチェックの問題も浮上していた。 
  
   

      

 
       
 
 
        

   

 

パンチタグ 

紙テープパンチ装置付レジスター 

OCR（光学式文字読取装置） 

  第６章 ＰＯＳシステムの登場（～1970年以前） 
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２） ＰＯＳシステムの登場： NCR280リテール・ターミナル（1970～1976） 
 

      ・1970年、米国NCR社は世界初のPOSシステムである280リテール・ターミナルを発表した。 
      ・オンラインシステムを採用し、販売登録情報の即時収集と、クレジットチェック機能を持ちPOS（Point of 
       Sales：販売時点管理）システムと呼ばれた。  
      ・詳細な商品情報は商品に取り付けられたカラーバーコードで読み込む事ができ、その情報はオンラインで、 
       磁気テープ装置や、専用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ（サーバ）に直接送り込むことが可能となったのである。 
      ・当時クレジットカードに活路を求めていた米国の百貨店、メーシー、マーシャル・フィールド、バロックス等では 
       クレジット専用のコンピュータにオンラインで直結してクレジットの与信審査業務を行っていたのである。 
 
      ・日本のPOSの創世記は百貨店業界での実験的導入であり、1973年頃から中元･歳暮期のギフト売場 
       で導入され、髙島屋、天満屋、三越等に拡大した。 
      ・その後ファッション性の高い婦人服売場の商品の色、サイズ、デザイン等の属性情報の収集を目的に阪神 
       百貨店、伊勢丹本店、丸井今井、大丸等の百貨店に実験的に導入された。 
      ・1975年の日経流通新聞では伊勢丹の婦人服売場での取り組みが大々的に取り上げられ、「POSがハ 
       ンガーを動かした！」というタイトルが話題になった。 
      ・当時の日本は未だ自社のクレジット取引は少数で限定的であり、売上データのみが磁気カセットテープや 
       磁気テープ装置に記録され、集められてバッチ処理された。 
      ・当時のPOS１台の価格は定価で175万円以上、更にデータ収集の機器、回線工事、バーコードタグの 
       作成機、ランニングコスト等で多額な投資となり、粗利率の高いギフト売場、婦人服売場等での限定的 
       な利用しかできなかった。 
      ・そのためか百貨店以外の専門店、量販店ではPOSの検討はなかなか進まず、NOFや紙テープパンチ装 
       置付のレジスターか、至はタグ回収の仕組みでオペレーションをせざるを得なかったのである。 
        
      

 
       
 
 
        

   
３） ＰＯＳ化の第1期・「百貨店の省力化」（1976年～1980年） 
 

     ・当時多店舗化が進む百貨店業界において1974年には泉北髙島屋、1976年には町田小田急百貨店に 
      省力化を目的としてPOSが全館導入された。 
     ・従来の機械式のレジスターは、百貨店特有の売場内ブロック単位で設置され、他の売場の商品の登録が出 
      来ない仕組みだったためカバーできる売り場面積が80～110㎡弱であった。 
     ・しかしながらＰＯＳの場合、どの売場の商品であっても登録可能（ｲﾝﾀｰｾｰﾙｽ）であり、2～3倍の売り場面 
      積をカバーすることが可能となり、機材、人員の大幅な削減を可能にした。 
     ・1973年から２回にわたって発生したオイルショックは、拡大路線を走る百貨店経営を根底から直撃した。 
     ・特に人件費の高騰は売上高の伸び率を上回り、多くの従業員を抱えてきた百貨店はこのまま推移すると労 
      務倒産に至るといった経営危機に直面していたが、オイルショックを乗り切った製造業同様に、機械化･標準 
      化･合理化による労働集約的な経営からの脱皮を迫られていたのである。 
     ・1977年当時、T百貨店でも同業他社と比べて4000人規模の省力化が迫られ、約３０億円の投資をして 
      全店ＰＯＳ化による経営改革を決断したのである。 
     ・当時は支店経営で各店バラバラだった経営管理手法も統合され、省力化効果は目に見えて上がり、全国の 
      百貨店もそれに右へ習いをして百貨店業界のＰＯＳ化は急速に進んだのである。 
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 ４） ＰＯＳ化の第2期・ネットワーク化（1980年～1995年） 
 

      ・1980年代に入り、百貨店のＰＯＳ活用は省力化から経営戦略志向に変化した。 
      ・西武百貨店ではクレジット戦略推進のために全国のPOS・数千台を結ぶネットワークシステムを構築し、他の 
       百貨店も店舗レベルでの省力化中心の取組みから、母店経営方式、ブロック（地域）、本部主導による 
       集中仕入れやＰＢ商品開発等、経営改革レベルでの新たな動きを見せ始めた。 （支店経営の脱皮） 
      ・POSシステムも本部統合システムとして、本部のPOSコントローラーもUNIXを用いたオープンシステムが採用 
       され、POSもWindowsの搭載、無線LANの採用と機能アップが図られていった。 
      ・ネットワークの構築は必然的に自社クレジットだけでなく、現金カードであるポイントカードの仕組みの構築をも 
       可能とし、グループ内での優良顧客の囲い込みのためのシステム化が大きく進展することとなった。 
 
      ・スーパーマーケット業界においてはEOS（Electronic Ordering System）で、基本的に週に何回も行 
       う発注段階に於けるデータ取得によって「単品管理」の分析や仕込み作りは進んでいた。 
      ・しかしながら衣料品・雑貨部門については依然としてバーコードタグの回収方式で精度とスピードに悩んでいた。 
      ・スーパー各社、実験的にPOSを導入していたがその投資費用と、値札の作成・取付のランニングコストがハー 
       ドルとなって本格的な展開には至ってなかった。 
      ・「量販店冬の時代」を迎えたといわれる中で1985年にイトーヨーカ堂は「単品管理」を目的としてPOS・８千 
       台を全店に導入し、これによって商品のJANバーコードのソースマーキングが一気に普及する事となり、多くの 
       スーパー・量販店のPOS導入が急がれる事となった。 
      ・イトーヨーカ堂はいち早く全国124店舗のネットワークを構築する事によって、１日当り１千数百万もの買上 
       単品データが本部に収集され、処理され、その結果として迅速な死に筋･売れ筋の分析が可能となり、飛び 
       ぬけた高い収益性を誇る企業になった。 
 
 
      ・専門店業界においてもネットワーク構築が進み、各店のPOSをオンラインで結び、独自の商品コードを２段、 
       ３段のバーコードで作成し、自社で取り付けて売れ筋の分析のみならず、専門店としての生命線でもある在 
       庫商品の円滑な店舗間振替をも容易にした。（全店レベルでの在庫コントロール） 
      ・特に２段、３段のバーコードは本部での取り付けを行い、単品レベルでの売上と利益の把握、在庫商品の原 
       価の把握、棚卸し時点での実原価の把握と、利益管理では売価還元法からの脱皮を図ることが出来た。 
      ・更に専門店の特性として店舗規模が小さく、後方事務所を持てない事が多く、POS自体にPC機能を持たせ 
       て発注、勤怠管理、売上日報、振替等のPOS以外の店舗データを処理して本部に伝送する仕組みが開発 
       された。 
      ・ファッションビル、駅ビル、ショッピング・センターの増大に合わせて専門店も急速に多店化を進める一方で、本部 
       ／店舗のネットワークの高度化を志向したシステムを開発・拡大してきたのである。 
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グローバル化で激変する経営環境  
真のIT革命の時代へ 

（1995~2020） 

第五部 

第１章：バブル崩壊で失われた２０年スタート        
    １） バブル崩壊で日本の金融業界も崩壊・再編の波に・・（1991～）       
    ２） 小売業を襲った戦後最大の危機・「平成大不況」 （1997～） 
    ３） 日本マーケットの大変化・・・・・日本の消費構造の変化 
         ① 少子高齢化問題とは・・・？ 
         ② 格差問題：所得の二極分化 
         ③ ライフスタイルの変化 
         ④ モノを買わない消費者の出現 
         ⑤ 新たな挑戦者：ネット通販（1993年～） 
         ⑥ オムにチャネルの時代に・・？マーケティング戦略（1993年) 
第２章：小売業のCRM戦略の誕生・・・・新たなカード戦略のニーズ 
    １） 百貨店のカード戦略のスタートは・・・？ 
    ２） ICカードの登場・・・・電子マネーの登場とポイントの擬似貨幣化 
    ３） FSP:顧客マーケティング戦略の停滞 
    ４） POS化の第３期：顧客サービス戦略（1996年～） 
    ５） オムにチャネル時代に対応する仕組みつくりへの挑戦 
第３章：小売業のビッグデータ活用の挑戦： 
    １） 「小売業は分類業」：分類が命 
    ２） 分類のイメージ 
    ３） 顧客マーケティング戦略の推進 
    ４） ツールが変わればルールが変わる！ 
             ビジネスのイノベーションを起こすのはIT・・・・・・・ 
             イノベーションは競争のルールを変えてしまう・・・・ 
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年号 世の中の動向 小売業界の動向 法規制・他 設立・発足 景気 

1995 
(H07) 

・阪神・淡路大震災 
・地下鉄サリン事件・円高 

・食品・日用品でオープン価格進む 
・インターネット時代の幕開け 

・製造物責任法 
・食糧法（米販売） 

・GAP・１号店 
・ポロロッカ（ﾏﾙｴﾂﾌﾟﾁ）〃 

1996 
(H08) ・O１５７中毒 

・景品表示法の改正 
   ポイントカードの普及 

・百貨店談合問題 
（不正取引・公取排除勧告） 

・スターバックス・１号店 

1997 
(H09) 

・長野新幹線、ｱｸｱﾗｲﾝ 
・北海道拓銀破たん ・ヤオハン会社更生法申請 ・消費税 ５％にアップ 

・介護保険法 
・オフィスデポ・１号店 
・オフィスマックス・〃 

1998 
(H10) 

・長野オリンピック 
・日本版金融ビッグバン 

・ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ株・伊藤忠取得 
・消費税還元セール ・まちづくり３法施行 ・ 

1999 
(H11) 

・戦後最大の不況来襲 
・FSP元年 

・ヤフー・ネットショッピング・オークション 
・ダイエー中内社長退任 ・民事再生法 ・コストコ・１号店 

・ブーツ（英）撤退 
2000 
(H12) 

・雪印乳業集団食中毒事件 
・BSE問題発生 

・小売企業の経営破たん 
（長崎屋、そごう、西洋環境開発） 

・大規模小売店舗立地法 
・プリペイド法 

・アマゾンドットコム進出 
・カルフール・１号店 

2001 
(H13) ・米国同時多発テロ ・小売業の経営破たん続く 

（マイカル、壽屋、藤越、亀屋みなみ） 
・家電リサイクル法 
・食品 〃 

・イオン （ジャスコ改称） 
・アイワイバンク銀行設立 

2002 
(H14) 

・ユーロの流通開始 
・日韓ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ開催 

・ウォルマート・西友と業務提携 
・食肉偽装、ﾆｺﾆｺ堂民事再生法申請 ・JAS改正 ・メトロ・１号店 

・エディオン 
2003 
(H15) 

・米国でBSE発生 
（牛肉輸入禁止） 

・セブンイレブン10000店舗超 
・テスコ(英）日本進出 

・構造改革特区法 
・消費税総額表示 ・ 

2004 
(H16) 

・新潟中越地震 
・鳥インフルエンザ 

・ダイエー産業再生機構支援要請 
 

・消費税総額表示実施 
高年齢者雇用安定法改正 

・サークルＫサンクス 

2005 
(H17) 

・愛知万博 
・米ﾊﾘｹｰﾝ・カトリーﾅ ・カルフール撤退 ・個人情報保護法 ・まいばすけっと・１号店 

2006 
(H18) 

・米国・カナダ産牛肉輸入 
・第一次安倍内閣発足 

・イオンが銀行業参入 
・酒類販売完全自由化 

・ポジティブリスト制度 
 (残留農薬、飼料添加物） 

・イケア・再進出１号店 

2007 
(H19) 

・ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ問題 
・新潟県中越沖地震 

・セブンプレミアム、nanaco 
・ウォルマート、西友を完全子会社化 

・改正容器包装 
・リサイクル法 ・ビブレ１号店 

2008 
(H20) 

・北京オリンピック、四川地震 
・リーマンショック 

・セルフレジ登場 
・百貨店の合併（三越伊勢丹、Ｈ２） 

・労働契約法施行 ・Ｈ＆Ｍ・１号店 

2009 
(H21) 

・日本政府デフレ宣言 
・民主党政権誕生 ・セブンイレブン・見切り販売問題 ・ＪＡＳ法に直罰規定 

     （産地偽装） 
・消費者庁発足 

2010 
(H22) 

・円高（８０円台） 
・上海国際博覧会 

プレミアムゴールド（ＰＢ）発売 
東日本ＪＲ、紀ノ国屋完全子会社化 

・改正労働基準法 
・育児介護休業法 

オールドネービー・１号店 

2011 
(H23) 

・東日本大震災 
・原発事故 

・アークス、ユニバースを子会社化 
・近鉄百貨店H2OとIT連携 

「生食用食肉に関わる規格基
準・表示基準」 

・ 

2012 
(H24) 

・東京スカイツリー竣工 
・第二次安倍内閣発足 

・JフロントＲ・パルコを傘下に 
・ライフとヤオコー提携発表 

・加工食品の３分の１ルール 
・アベノミクス ・テスコ撤退 

2013 
(H25) 

・シェールガス 米世界１に 
・中国・防空識別圏設定 

・アクリフーズ農薬混入事件 
・アマゾンＪ：76.39億㌦に 

・消費税転嫁対策特別措置法 
・健康食品（不当・虚偽表示） 

・ 

2014 
(H26) 

・消費税８％にアップ 
・円安：中国人爆買、原油 

・イズミヤ、H2O経営統合 
・ファミリーマート韓国撤退 ・改正薬事法施行 ・ 

2015 
(H27) 

・アベノミクス 
・円安・株高 

・ダイエーＧ／イオンの完全子会社 
・ファミリーマート・ユニー合併へ ・ ・ 

2016 
（H28) 

・イギリス EUを離脱決定 
・トランプ大統領 ・ ・ ・ 

2017 
(H29) ・消費税UP見送り ・ ・ ・ 

2018 
（H30) ・ ・ ・ ・ 

2019 
(H31) ・ ・ ・ ・ 

2020 
(H32) ・東京オリンピック ・ ・ ・ 
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第一章：バブル崩壊で失われた20年スタート 
１） バブル崩壊で日本の金融業界も崩壊・再編の波に・・（1991～） 
        ・1985年（昭60）のプラザ合意によって１ドル235円から150円に急激な円高となったがその対応策として 
         低金利政策が行われ、税制改革、大都市圏内の建物の容積率の規制が緩和された結果、富裕層の所得 
         は増大し土地や株式に向かって流れ込む事となった。 
        ・海外金融機関が新規参入して金融取引が活発化し法人・個人共に余剰資金で財テクに走った。 
        ・低金利政策で利ざやが低下していた銀行業界は不動産業、小売業、住宅ローンへの融資を競い、無節操 
         な拡大路線をひた走った。 
        ・1990年３月に目に余る土地投機抑制を目的として大蔵省は「総量規制」の通達を出した結果、土地を担 
         保に行われていた融資は地価の下落によって担保価値は大きく融資額を下回る担保割れの状況を引き起 
         こした。いわゆるバブルの崩壊である。 
        ・1995年に大蔵省は「市場から退場すべき企業は退場させる」と方針転換し、その結果1997年には北海道 
         拓殖銀行が経営破たんし、山一證券は自主廃業を選び、翌1998年には金融再生法が制定されて長期 
         信用銀行、日本債券信用銀行共に債務超過で国有化された。 
        ・メインバンクを失ったそごう、第一ホテル等多くの企業が連鎖的に破綻し、住専（住宅金融専門会社）、ゼ 
         ネコンも次々と破綻に瀕した。 
        ・1996年、第二次橋本内閣は「金融ビッグバン」を標榜し、過去からの護送船団方式が崩壊し・国際化・情 
         報化の分野での変革が求められ、生き残りのための銀行再編を巻き起こし都市銀行に代わってメガバンクが 
         登場する事になった。 
                 みずほＨＤ   （2002年） 富士、第一勧銀、日本興行 

                 三井住友    （2001年） 住友、三井（+太陽神戸） 

                 三菱東京ＵＦＪ（2006年） 三菱、東京、ＵＦＪ（三和・東海） 

                 りそな       （2003年） 大和、あさひ（協和、埼玉） 

 
       

第五部：グローバル化で激変する経営環境 真のIT革命の時代へ （1995～2020年） 

【平成大不況が日本流通業界を直撃】 

第５部：グローバル化で激変する経営環境 真のIT革命の時代へ 

 

第５部：グローバル化で激変する経営環境  真のIT革命の時代へ 
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（負債金額：10億円以上） 

1997年（H９） 
・ヤオハンジャパン（沼津） 
・関西土地建物（高槻） 
・ビッグエイト（沼津） 
・協 同 社（秋田） 
・バザールサクエー（東京） 
・サンマート（広島） 
・オレンジ（長浜） 
・信 夫 屋（福島） 
・練馬生協（東京都）  

1998年（H１０） 

・グリーンハウス（高岡） 
・青 山（上越） 

1999年（H１１） 
・中鉄商事（岡山） 
・オサダマルショウ（東京） 
・ちとせデパート（千歳） 
・あかさか屋（泉佐野） 
・サ  ン（中間市） 
・ﾌｰﾄﾞｾﾝﾀｰ中村（彦根） 
・崎山商店（田川市） 

2000年（H１２） 
・長 崎 屋（東京） 
・金沢長崎屋（金沢） 
・丸 信（吉敷郡） 
・藤  村（柏崎） 
・聖籠長崎屋（北蒲原郡） 
・ポップマート（三島） 
・丸藤さいとう（白老郡） 
・こ う か（鹿児島） 
・コ ー ノ（松山） 
・宇部丸信（宇部） 
・岩国丸信（岩国） 
・桜デパート（鹿屋） 
・吉岡食品（柳井） 
・神  幸（浦和） 

2001・２年（H13･14） 
・壽  屋（熊本） 
・スーパーサニー（福岡） 
・マ イ カ ル（大阪） 
・亀屋みなみﾁｪｰﾝ（青森） 
・藤  越（福島） 
・ニコニコドー（熊本） 

2,497件 
 

2,665件 
 

2,642件 
 

出典：TEIKOKU DATABANK 

3,017件 
 

マイカル （大阪） 
2001年 

ヤオハン（沼津） 
1997年 

寿 屋 （熊本） 
2001年 

ニコニコドー （熊本） 
2002年 

スーパーサニー （福岡） 
2002年 

亀屋ミナミチェーン （青森） 
2001年 

エンドーチェーン （仙台） 
1997年 

藤 越（福島） 
2001年 

長崎屋 （東京） 
2000年 

 平成大不況によるスーパーの経営破たん  

 地方の百貨店が相次いで経営破たん･閉店･売却･業態変換  

２） 小売業界を襲った戦後最大の危機・「平成大不況」 ・・百貨店･スーパーの受難続く（1997～） 
 

      ・金融機関の破綻に伴う貸付資金の回収、貸し剥がしによって多くの百貨店･スーパーは経営破たんに追い 
       込まれ、2000年（平12）には10億円以上の負債を抱えて経営破たんした企業は3017件、負債総 
       額は3兆5368円に達した． 
      ・地方経済の疲弊、地盤沈下、少子高齢化によってその流れは今に続いている。      

2008年(H20) 
・小倉伊勢丹(福岡) 
・ちまき屋(山口) 
・横浜松坂屋(神奈川) 

2009年(H21) 
・ロビンソン百貨店(札幌) 
・久留米井筒屋(福岡) 
・三越・武蔵村山(東京) 
・三越・名取店(宮城) 
・三越・盛岡店(岩手) 
・三越・鎌倉店(神奈川) 
・三越・池袋店(東京) 
・三越・鹿児島店(鹿児島) 
・丸井今井・旭川店(北海道) 
・そごう･心斎橋本店(大阪) 
・西武・札幌店(札幌) 
・今治大丸(愛媛) 

2011年(H23) 
・中合・清水屋(山形) 
・博多大丸･長崎店(長崎) 
・名鉄百貨店ヤング館(愛知) 
・まるみつ百貨店(長野) 
・福田屋・栃木店(栃木) 
・福田屋・真岡店(栃木) 
・都城大丸(宮崎)民事再生 
・中三(青森)民事再生 

出典：TEIKOKU DATABANK 

2010年(H22) 
・丸井今井・室蘭店(北海道) 
・松坂屋・岡崎店(愛知) 
・松坂屋・名駅店(愛知) 
・中合・会津店(福島) 
・伊勢丹・吉祥寺店(東京) 
・大和・長岡店(新潟) 
・大和・上越店(新潟) 
・大和・新潟店(新潟) 
・大和・小松店(石川) 
・さいか屋横須賀店(神奈川) 
・西武・有楽町店(東京) 
・松屋･浅草支店(東京) 
・阪急・京都四条河原店(京都) 

2007年以前 
・伊勢丹(八王子・コレット) 
・博多井筒屋 
・岩田屋(日田、西新、熊本) 
・近鉄(岐阜、京都、吉祥寺、 
    西京都、別府、桜井) 
・さくら野(気仙沼、山型、福島) 
・三交(松坂、伊勢) 
・西武(仙台、宇都宮、大宮、 
  八王子、川崎、甲府、富山 
  静岡、浜松、豊橋、つか新 
  宝塚、高知、他) 
・そごう(札幌、船橋、木更津、 
  茂原、錦糸町、多摩、長野 
  加古川、奈良、福山、琴電 
  伊予鉄、小倉、黒崎) 
・大黒屋(福島) 
・大丸(八王子、町田、和歌山、 
  米子、今治) 
・髙島屋(津田沼、津山、今治) 
・天満屋・三原店 
・東急(日本橋、町田、横浜、北見) 
・松坂屋(札幌、山形、市川、岡崎 
   四日市、天満橋、枚方、) 
・松菱(浜松) 
・丸井今井(小樽、苫小牧、釧路) 
・丸正(和歌山) 
・三越(横浜、大阪、神戸、他) 
･阪急(数寄屋橋、大井、三宮) 
・中三(五所川原、二戸、秋田) 
・上野(宇都宮) 
・山形屋･沖縄店(沖縄) 

西武有楽町店 
(2010) 

伊勢丹吉祥寺店 
(2010) 

そごう心斎橋店 
(2009) 

仙台ＬＯＦＴ (旧西武) 
 

 三越 池袋店 
(現・ヤマダ電機) 
 

7.5兆円 

7兆円 

8.5兆円 

9兆円 

9.5兆円 

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 

2012年度：6兆1525億円 
(1６年連続マイナス) 
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３） 日本のマーケットの大変化・・・・・・日本の消費構造の変化 

  ・我々のビジネスを推進する場合、マーケットについての理解が重要となる。 
  ・顧客（流通業）の顧客（利用者・消費者）の購買行動･行動心理等の理解はシステム構築時に最も重要視しなければな 
   らなくなってきている。 
 
① 少子高齢化問題とは・・？ 
 

     ・65歳以上の高齢者の人口比率が7%を超えると「高齢化社会」といわれる。更に14%を超えると「高齢社会」と 
      言われ日本では1994年（平6）に、21%を超えると「超高齢社会」と言われるが2007年に既に到達し、2015 
      年（平27）には26%、２050年には35.7%に到達するとされる。 
     ・年金・医療･介護などの福祉制度の維持のために労働人口（14～16歳）の負担が高まり、高齢化対策のため 
      に少子化が進行すると言ったスパイラルに陥るリスクをはらんでいる。1人、2人の世帯の増加やライフスタイルの変化 
      は購買行動を大きく変化させ、日本の経済活動に大きな変化を起こしつつある。 
 
② 格差問題：所得の二極分化 
 

      ・10数年前、森永卓郎氏の「年収300万円時代・・・」と言う本が話題になったが、ニューヨークのレストランのマネー 
       ジャーの年収が約360万円、ローマの一般事務職のサラリーマンの月収が13万円程度と言われるが、日本もグ 
       ローバル化の流れの中で物価・賃金共に世界標準に向かって下向きの圧力をかけられている。 
     ・NEET、ワーキングプアーが問題となっているが2006年度で年収200万円以下の人が１千万人を超える一方で 
      年収1000万円を越える人は233万人を数えて1990年当時と比べて約２倍となったという。 
     ・更に2016年2月で1700兆円ともいわれる個人の資産においても50歳以上の世帯で約８割以上を占めるとい 
      われる、世代間での経済的格差問題は現存する。 
 
③ ライフスタイルの変化 
 

     ・人々の購買行動は低価格のみと言った経済的合理性よりも、価値観に基づくライフスタイルの方が大きくなってき 
      た。人々の価値観の変化はライフスタイルに影響し、商品の購買行動に現れる。  
     ・無農薬、エコ商品、健康、趣味といった価値観に基づく商品の購入は、過去１億総中流のマーケットとして見て来 
      た総合小売業といわれる百貨店・GMS企業を直撃している。 
     ・最近の若者が車に余り興味を示さなくなったというのも価値観の変化、ライフスタイルの変化であり、今後このように 
      変化する消費者を如何に理解するかがビジネスの成否を左右するものとなってくる。 
 
④ モノを買わない消費者の出現・・・・・・ニーズは潜在化、顕在化した小売業が成功を収める？ 
    ・インターネット、スマホ、SNS等、情報過多の現代においては情報過多ゆえのモノが売れない状況がある。 
    ・商品、店舗が有り余るほどある情報は消費者を迷わせるだけでニーズは潜在化して購買行動につながらなくなり、 
     小売業は「並べれば売れた！」時代から、個客の不平、不満、願望といった潜在ニーズを掘り起こし、購買への 
     顕在ニーズにつなげるメソドロジー・スキルが求められてきている。（＝コンサル・ソリューション） 
 
 
 

「商品は沢山並んでいるが、買いたいものがない」 
「欲しいモノが欲しい」（糸井重里氏のキャッチコピー） 

潜在ニーズ 

・美味しいものが食べたい 
・健康でありたい 
・美しくありたい 
・若くありたい 
・楽をしたい 
・楽しく生活を送りたい 
・家計負担を減らしたい 
（希望･願望･不満･不具合） 

 消費者ニーズの潜在化 

提 案 
情報提供 
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⑤ 新たな挑戦者：ネット通販（1993～） 
 

    ・過去、小売業の売上高ランキングは業態別の店舗売上が中心だった。しかしながら野村総研の調査によれば 
    2015年度には百貨店6兆2124億円、コンビニエンスストアが9兆7309億円の実績に対し通販＆Net販売 
    が9兆5000円を超え、年間で年率平均２桁以上の高い成長率を維持していると言われる。 
    ・インターネット人口の増加、携帯電話の普及、宅配便の成熟、決済手段の進化、容易な価格･商品比較情 
     報の入手、便利性、手軽性等原因は多くあげられる。 
    ・店舗不要、少人数の要員、Net業者の増加によって小売業参入のハードルは低くなり、メーカーや産地直送等 
     既存の小売店以外の販売チャネルが開発され、小売業にとっても店頭販売以外のチャネルという事で続々とN 
     et販売に参入している。 
    ・過去ファッション商品や生鮮食品は通販には馴染まないと言われていたが、ネットスーパーの売上高も500億円 
     を超え、ファッション商品も既存の小売業も力を入れ始め、ZOZOTOWNのような専門業者も出現して売り上 
     げを確実に伸ばしている。 
    因みにアマゾンジャパンの売上高は一兆円を超えた。 
            2010年    50億2500万ドル 
            2013年    76億3900万ドル 
              2016年   107億9700万ドル  （108円/ドル換算で1兆1660億円） 

⑥ オムニチャネルの時代に・・？マーケティング戦略の変更（1993～） 
 

    ・「オムニ」という言葉は聞きなれない言葉であるが「全方位」という意味を持ち、「オムニチャネル」は、360°全方 
     位の情報、販売のチャネル（経路・接点）を指す言葉である。 
    ・小売業のマーケットを見た場合、今まで優良顧客の中心として消費やブームをけん引してきた団塊の世代がリ 
     タイアし始め、新たなＩＴ時代の申し子というべき世代が登場してきた。 
    ・その世代はリアルタイムのインターネットの環境の中でスマホという万能のコンピュータを手中にし、ユビキタス（何 
     時でも何処でも）に情報の収集と発信を自在にこなし、ライフスタイル、購買行動等大きく変化してきた。 
    ・従来のメーカー、流通業者から流される情報によって購買行動を起こしていた消費者も自在に情報入手がで 
     きるようになり 、Netで情報を得て店舗で購入、店舗で商品を確かめてNetで購入する等多様に変化を見せ 
     てきている。現に中国では国内の百貨店をはじめとする大手小売店舗が次々と閉鎖し、成功したといわれるイ 
     トーヨーカ堂も撤退する。更に米国でも郊外型の大型モールの不振が表面化し、地殻変動が進んでいる。 
 
      
      認知 検討 購買 

店 舗 

通 販 

ネット 

モバイル 

ＳＮＳ 
ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 
ｻｲﾈｰｼﾞ 
既存 
メディア 

【マルチ・チャネル】 

複数のチャネルを顧客に分けて使い分け 
（日本では別会社･事業部単位で連携不足） 

認知 検討 購買 

店 舗 

通 販 

ネット 

モバイル 

ＳＮＳ 

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 
ｻｲﾈｰｼﾞ 
既存 
メディア 

【オムニ・チャネル】 

顧客中心に全てのチャネルを連携 
（顧客の購買プロセスの各段階でもチャネルを併用） 

出典･参考；野村総合研究所 
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商品（製品） 
生産者・メーカー 

配送業 
（TC/DC/PC） 

卸売業 

小売業 

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

商品開発機能 

●需要予測、市場分析 
●生産計画 
●原材料管理 
●生産進捗管理 
●品質管理 
 

●発注（生産）数量予測 
●受注数量予測 
●品質（賞味期限･他)管理 
●商品情報管理 
●棚割り･販促企画提案 
●情報提供、店舗支援 
●受発注、納検品､買掛請求 
 

最適在庫管理 

商品の集約 

最適配送 

最適配車 

●センター運営 
●受注数量予測 
●原材料管理（PC) 
●品質･鮮度管理（PC) 
●商品情報管理 
●入出荷･在庫管理 
●配送･配車計画 
 

●需要予測･販売計画 
●発注・荷受・検品・振替 
●販売情報（消化率） 
●品質･鮮度管理 
●店頭在庫管理 
●商品情報（単品・カテゴリー） 
●プロモーション 
●顧客管理・購買動向・情報収集 
●廃棄ロス管理 

商品･売場の編集 

最適在庫 

販 売 

個客情報 

最適在庫管理 

集約機能 

最適配送 

ﾘﾃｰﾙｻﾎﾟｰﾄ 

SCM 
 
 
 
 

原材料 
生産者・メーカー 

 
 
 
 
 
 
DCM 

顧  客 ・ 消 費 者 

FSP 

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
ー 

情 
 
報 
 
共 
 
有 

原
材
料 
製 

 

品 

商 
 

品 

商 
 

品 

商 
 

品 

① 業界を超えたコラボレーションによる全体最適の仕組み作り 
 ・従来の情報システムの開発は、企業単位の部分最適の仕組み作り（アプリケーション）が大部分であった。 
 ・その目的も各部門のオペレーションを主体とした効率化･省力化が最大の目的であったといえよう。 
 ・しかしながら現在求められているのは、企業戦略という全体最適に基づいたシステムであり、更には企業という単位 
  を飛び越え、取引先をも巻き込んだ業界全体での効率化・省力化の構造改革なのである。 
 ・世の中の変化は必然的に流通業界全体の変化への対応を求めてきており、業界内のそれぞれの段階で、企業が 
  果たしてきた機能・役割を整理・理解し新たに最適な構造を作り上げていかなければならないのである。 
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取引先 
（メーカー･卸） 

小売業 
（本部－店舗） 

消 費 者 
（顧 客） 

顧客DB 商品DB 

CRM(FSP) QR.ECR,SCM 
CPFR 
 

② 情報システムの役割は本部・店舗間、企業間、顧客間の情報をベースとした接着剤に・・・ 

ＳＣＭ ＤＣＭ 

 ／最新のIT技術によって双方向のリアルタイムな情報処理のしくみつくりによって・・・ 
   ① 顧客－店舗間では・・・ 
       ・CRM(FSP）に代表されるように、個々の顧客の購買情報を元に最適な品揃え、サービスの開発・提供 
        が可能となる。まさにウォルマートのように「一人のお客様のために存在する店舗」の実現であり、競争力を 
        失った規格･画一的店舗からの脱皮である。 
   ② 店舗－本部間では・・・・ 
       ・本部はリアルタイムに提供される商品情報、顧客情報を元に最適な品揃え､陳列法、プロモーションを企画 
        立案して、店舗の支援に徹する。偏った本部主導や個店主義を廃し、バランスの取れた関係の再構築を行 
        うのである 
   ③ 本部－取引先間では・・・・ 
       ・商品情報、顧客情報を共有して商品開発、プロモーションの企画実施、補充発注、需要予測等を共同し 
        て行う事によってムリ・ムダを省き、顧客満足という共通の目標を達成するのである。 
       ・即ち、従来の駆け引きに明け暮れた「取引関係」から、コラボによる「取組関係」を目指す。 
 
         業界用語を用いればDCMとSCMのシームレスなホイール（輪）の構築である。       

B2C B2B 

・グローバル化によって消費者の品質･価格に対しての評価はより厳しくなっていくと思われる。 
・現在の川上・川中・川下の企業がそれぞれに顧客を分析し、売上を予測し、製品を開発したりする 
 やり方は膨大な経済的ロスを発生させているといってよい。 
・これからは顧客情報をベースに川上･川中･川下が「取引関係」ではなく、「取組関係」に移行してそれ 
 らのムダを省いていく仕組みづくりが求められている。 
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